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はしカt き

戦後の農地問題は，農地改革を基点とする農地法体制の展開過程のなかにみ られるが，

特に今日，その農地法の改正をめぐる具体的な構想も， しばしば国会に上程されるように

なり (昭40，41，農地管理事業団，審議末了)，また，それらをめぐる論議も活発なものと

なってきている.

しかし，一度，現実の農地移動の分折 を試るに際し，先ず感じることは，最も重要な農

家単位でみた農地移動の状況を知るに十分な資料に欠くことである.

およそ農地移動を分折する場合，この農家単位(階層別)でみるのが最も直接的であ

り，旦，その本質を見極めるにも この視点はさけ ること ができない.

本研究は，庄内稲作農業の中核地帯を対象とするものであるが，分折に当つては，特に

オ〈研究の学会発表 .本研究の要旨は東北農業経済学会大会で発表した(講演) 1968年.
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上記の点を考慮して農家単位でみた農地移動の実態」

た.

を土台と して検討することにし

本研究の対象とする時点は，農業基本法の制定(昭36) 以降，

ある.

昭和40年までの 5ヶ年で

この時期は，経済の高度成長政策 ・基本法農政の展開の下で農地移動の面でもよう やく

農地法の桂拾が色濃くなるときであり，庄内の農地移動もまた以前の状態とはかなりその

様相が違ってくる時期である そして，その違いは，なによりも外部経済の規制に基づく

農地動態の変化と，更に，それに併行してみられる農民諸階層と農地移動との関係の変

化， となって現われている.

従って本研究での分折の主たる内容も 自ずとそこにおかれる.

本研究の調査の対象とした地区は，鶴岡市の大泉 ・京田 ・栄の 3地区(地区は何れも旧

町村単位)であり，調査の方法は，移動が許可された分についての「農地移動等に関する

申請書j による追跡調査を主と したものである.

尚，以上の調査対象地は，庄内での大規模経営地帯であり ，その限りでは，庄内稲作農

業の中核地帯と いっても，一方の飽海地方の稲作中心部 (耕地規模は調査地よりやや劣る)

とは若干の相違のある こと は否めない.この点予め断っておきたい.

尚，本研究を進める過程において，資料，その他の点で，鶴岡市農業委員会の多大の御

協力を得た.特に同委員会の土屋正男氏並びに阿部嘉範氏には，終始惜しまぬ御協力を賜

わった. 以上の諸氏に対し，ここに記して厚く感謝の意を表する.

I.調査地の稲作中核地帯としての位置

(調査地 :鶴岡市大泉地区.// 京団地区.// 栄地区)

一般に庄内稲作農業をみる場合，地帯別には河北(飽海地方の平担部)と河南(東西田

川地方の平担部)の 2つに分けてみられる.河北は以前より水稲反収の高い地帯であり，

これに対して河南は，反収は河北に及ばないが，概して経営規模の大きい地帯として特徴

づけられる.も っとも，河南でも東田川の藤島，余目方面は，反収は河北地帯と接近して

いる.

調査地は，上記の河南地帯に属し，土地生産力の点では必ずしも庄内のトップではない

が 1戸当り経営耕地規模では，庄内での最上位にある鶴岡市の大泉 ・京田・ 栄の 3地区

である. この 「地区」の範囲は何れも鶴岡市に合併する以前の旧村単位を指す.

調査地の農家数並びに 1戸当り耕地面積は表 1，表 2のようであ る.

表 1 1戸当り経営耕地規模別旧市町村の分布

ド可7~一1-1-:1:ql， 5~2o 1 2;0~2.5 1 2.5~30 1 3.0~ 計

庄内 言jI 141一子 241 151 2一一一
平野部(')¥ 1 I (~\ 10  1 (1¥ 1 '2 
稲作地帯 i(2) 1 I (5) 12 I (1) 13 I 2 (8) 

調査地 京国，栄

注 :平野部稲作地帯は，旧町村単位で，耕地率50%以上， ;J，回率80%以上
( )は耕地率30~50%水田率80，9'';の!日町村 ， 1960年セ ンサスより作成
農家数と 1戸当り耕地は，昭和39年現在
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また， 専兼別戸数，農業労働力，農業機械，反収の推移等については夫々表 3~5 に掲

げた.

これらによ っても明らかなよう に，調査地は庄内での大規模農家地帯を形成し ている

表 2 経営耕地規模別の農家構成(則昭39

総農家数 I;'~ 1 3~5 1 5~7 ! 7~1 | |例外 I3 反 1 3~寸~5 1叶1 5 ~ 7 i 7~10 110~1*5~20:20~25125~3*0~50: 農家|未満 IU-vlu -， i' -"VI"V -"Ul"U-UVI 
戸 9百 9百

12劣引Ml 12% 3 16%.0|1 21% 7 
9百 %%| % % 

山 形県 115，778 0.1 11.6 12.8 6.31 3.51 4.4 0.2 

庄内地域 29，091 0.3 11.5 10.81 8.4 9.8 13.2 11.8 10.21 8.61 15.2 0.3 

鶴岡市 4，369 0.6 10.5 9.61 7.1 8.0 11.8 11.3 10.21 9.51 20.7 0~7 

調査地 948 0.1| 1.4 3.3f 2.0 4.8 8.0 8.8 1.8 

488 4.1 2.7 6.2 9.6 11.3 11.51 14.11 36.1 2.3 

246 0.4 0.8 2.0 0.8 3.3 6.5 5.3 10.61 13.81 56.1 0.4 

2.8 1.9 3.3 6.1 7.0 7.91 13.61 55.1 2.3 

注 ・昭39.山形県農業基本調査

表 3 専兼別農家の増減(昭35年対昭39年)

判専業ト~~1 2時業ド!業 I~ヤ !
(%) 

2種 兼 業

昭35 1 39 1 35 1 39 35 

126.51 山形県 98.8 63.3 116.3 39.9 254 46.2 24.1 28，3 

庄 内 地域 98.9 66.1 133.3 111.3 41.8 27.9 29.4 39.6 28.8 32.4 

鶴岡市 64.2 161.5 102.2 47.1 30.7 23.8 39.0 29.1 30.3 

調査 地 68.4 120.6 71.9 50.0 20.9 46.7 7.1 9.7 

99.6 60.5 180.5 134.9 64.1 38.9 27.1 49.2 8.8 11.9 

98.4 243.2 77.8 78.0 57.7 14.8 36.6 7.2 5.7 

99.5 77.5 220.0 142.9 82.8 64.51 14.0 30.8 3.3 4.7 

注 :1960年センサス，昭39 山形県農業基本調査による

表 4 農業基幹労働力 ・農機具

1叩農基幹労働力 | 差是恭人幹当 労 働力 動力耕転機(昭・40ト)ラグター
1 り耕地

昭 35 40 35 40 1台当 り I ~台当り
戸 数耕 地

人 反 戸 田r
l1J 形 県 2.2 5.3 6.4 2.0 2.3 

庄 内 地域 2.0 1.7 7.9 9.3 2.0 3.2 

鶴 岡 2.1 1.7 8.7 9.8 18 3.0 

2.0 11.3 12.3 1.3 3.1 

2.0 10.6 12.4 1.3 3.2 

河ミ ~ 2.5 ウ
tヮ“ー，ム

11.9 1.2 3.5 

注 :1960年，世界農林業センサス

1965年， 中間農業センサス

zh山の( )は法人参加農家の一部が除外された数値

643 



26 山 形大学 紀~(農学) 第 5 ::'1主 江H サ

が，最近の農業動向をみるに他の例にもれ

ず，兼業化は進行し，農業基幹労働力は減

少し，一連の農業変貌が明瞭である. た

だ，こうした最近の傾向のなかで，二 ・三

の特徴をあげれば，専業農家の歩止りが他

に比し若干良好なこと，専業農家率が他よ

りかなり上回ること，農業基幹労働力 1人

当り耕地規模が大きく，且，機械の導入が

盛んなこと等である.

尚，調査地の大泉地区は，庄内における

構造改善事業の最初(昭37) の実施地区で
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あり ，京田地区はJ圧内の農事組合法人の発生地となっている.

II.庄内の農地移動の推移ー農地改革後一

庄内の農地移動は表 6， 7から推してみると，大九次のような薗期に分け られる.とい

っても，ここにかかげた資料は，庄内全域の数字ではな く，田川地方に限るので十分とは

いえない， しかし，これでも大凡の見当はつけられよう.

一般に庄内地方の農地移動は，昭和30年代の前半は全都府県の動きと略同様の傾向を示

しながら微増過程を辿るが，東北，山形県に較べると ，年々の増加率は極めて低いもので

あった. これが30年代の後半， 特に昭和37年以降になって急増し全都府県よりも移動面積

の増加率が蓬かに大きく ，且， 東北，山形県と同様の率で増加しはじめ，以前とはかなり

違った動きとなってあらわれる.

以上からして，農地改革の略終了する昭和25年以降の庄内の農地移動の画期は，大凡次

のように区分することができ る.

第 1期 農地改革終了時~同28・29年頃まで

第 2期 昭和30年~同35年頃まで

第 3期 昭和36年以降

表 6 山1'1::地有償譲11交l苗積 (交換を|徐く)

i 譲 渡 断 積 (ha) 面 積指 数 (昭28年 =100)

都 府県 |東 北i山形 県 |定内出担 |都府県 l東北 |山形県 |庄内旧川

|沼 28 317U71 5081 100! 100
1 

100 

30 30， 5，284 708 159! 139 156 

32 38， 1，427 168 174 281 155 

34 38， 7，586 1，261 177 166 202' 248 174 

36 42， 7，8201 1，叫 166; iS「 出 201
1 

163 

38 41， 1，095 180 236 

40 40， 8，729 1，191[ 268 175 232 235! 263 

41 41， 9，514 1，454 292 180 253 286l 286 

;1・各年次 fE'lH省i九il衣h庄内111)11は111川地方事務所「出j也lja坐年1'1(1による.

1J1川地方は交換を含むlul検
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表 7 山 川地方の農地移動 (ha) 
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法 3条I*J係は農地のみ，自作地有償に交換含む，農事組合法人含む.

表 8 I~ 作 地 有償移動(圧内地域) 悩40 ( 1 月 ~12月)

|件 数 ij面 積 !山積 i…i山結件数 Itl而獄 M

譲受一i一譲一渡一一 譲受つ!←譲一渡一一一!差 ヲi 譲/渡/'面/積 一譲一一受一一←r一譲一一渡一一 譲受 I譲渡 譲受 I譲渡

loo%-71 l 162ai ! 0.3ha未満 86! 184! 13.91 13.8 十 0.1 7 .~ 3~ 8.~ 4A 4.3 

0 .3~0.5 I 2021 1631 16.31 19.81 - 3.5 回 3， 8.1 12.11 8.71 7.11 5.11 6.2 

0 .5~0 . 7 i 1581 1751 14.61 2'1.51 - 9.91 59.6 9.2 14.01 6.81 7.6! 4.61 7.7 

0.7~1. 0 i 1441 2301 15.4i 27.51 -12.1' 56.0 12.01 6.2! 10.01 4.91 8.7 

1.0~1. 5 1 3521 3751 44.91 53.8! - 8.9; 83.5 12.8 14.31 15.21 16.21 14.11 169 

1.5~2 .0 1 3441 3111 47.81 53.0! - 5.2 90.2 13.9 

130.4 15.9 14.81 14.8' 12.31 17.21 13.2 

2.5~3.0 1 2781 206! 46.41 31.6 十 14.8 M 16.7 15.31 12.01 8.91 14.61 9.9 

3 .0~ 4041 383! 64.01 52.0 十 12.0 123.1 15.8 13.61 17.51 16.61 20.11 16.4 

百十 2，3101 2，310i 317.81 317.81 ::t 0， 100.0 13.8 

i主 I山形県農業基礎統計 J 1966年版より作成

以上の各画期についての特徴をあげてみれば以下のようである.

第 1期は，農地改革の後始未的な，或は跡均し的な移動の性格である. しかし，そのこ

と自体は正に次の第 2期，特に第 3期への地均し的な行程となったことは見逃しえない.

特にこの地均 し行程は農地価格の統制解除 (昭25年)及び農地法の成立(昭27年)によっ

て売買移動がかなり進行したかにみうけられる L，また，この期の大きな特徴として交換
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分合の多いこと があげられる.

第 2期は，全般的にいって，移動面積の年々 の変動が比較的少な 目に (田川地方総耕地

28千町歩に対して自作地有償(含交換)移動 173町前後，移動率0.6%)経過する.この限

りで， 農地移動の停滞期を形成する. このことは，基本的には農地法のもつ規制=全農家

丸抱え主義との関連で理解しなければならないが， しかし一面，この小刻みで比較的平面

的な移動とはいえ，圧内農業の生産力水準は，実はこうしたなかで発展したし，一定農民

層の蓄積のウオーミングアップの期に当るということを見捨てるわけにはいかない1)

第 3期は，農地行政は農地法を根幹としながらも，農基法=新農政の開始・ 展開期に当

るが，現実の農地移動面では，自作地の有償 ・無償の増加が先ず目立ち，次いで，使用貸

借，転用の増加が注目をひく .このうち使用貸借の増加は，昭和39年以降の農事組合法人

関係である.

何れにせよ， この期は農業構造の変化が大きく問題となるのであ るが，小農制を土台と

してのその変化過程は決して単調なものではなく ，多くの矛盾を露呈するものであること

はいうまでもない.センサス等によって農家の動向をみると，第 2期における上層のいわ

ゆるウオーミングアップ乃至は展開の兆 しというのは，この第 3期に入って，一時とんざ

する. しかるに，そうした事情も第 3期の進行するにつれて，階層構成に新しい動きがみ

られる. しかも，それらは以前とはかなり違った形で上 ・中 ・下層の位置づけなり，その

i也 千官

表 9 鶴岡iliの地帯別農地移動 (但し旧大山農業委員会分 (大山，西郷)は除く)
(昭40年度) (面積反)

-1 ---1一百fF llli一石了一一員一--r-，;:一一一二J下雇言耕地面積に対する
川結営上段除交換，下段交換相 肘 | 割合

|譲受 |譲 l皮
耕地 一一 「一一トー[，;0;-，_(0¥1 差引③ |件数 i面積④|① |① |③ |④
川凱 |出 fJlCDI 1!:Þ~ 1剛山

i 反珂 | 反1 反反

郊 |日 621 竺1 90.31 幻 1 46.51(+) 4羽 1 4吋 165.3

6.7 

0.6 0.6 近
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741 163.11(ー)23.3 371 47.7 0.61 0.11 0.2 

平地 (複合)111，449 

農 山| 川|

山 村 15，4581 

管内 計 157，36

491 89.91(ー)21.4 '16! 14.3 0.8 0.2 0.1 

471 65.11( +) 11.6 15 Q
d

ワ
t

ハU
n

u

0.2 0.1 

351 36.81(一) 2.0 281 32.0 0.0 0.6 

2561 428.51 nc ~ I ，nn ~ I ， • ， nl 
3:61 "'66:4:1 2561 428.61(土 01 5431 266.0 

注 1.鶴岡市農業委員会「農地等異動処理状況結果表Jより作成，管内計は，管内耕地の他町
村との関係を含むので，地帯計と一致しない.

2 経営耕地面積は，1965年センサスによる 但し京国は昭38年を使用.

3. (近郊，旧鶴岡市)(平地(稲作)，大泉・京国 ・栄)(平地 (複合)，斎 ・黄金)(農山，湯田
)11・上郷)(山村，田川 ・;豊浦 ・加茂)

0.8 0.5 

1) 庄内地域全体の上層農家の動態は，昭25年対同30年では 3~5 町層 100 戸噌 5 町以上層17

戸減，R[l 30年対 同35午ーでは 3~5 町層は 151 戸増 5町以上層が19戸増 ， 但し， 平地純水団

地帯の上居z農家の勤きは，以上の程ではない.例えば調査地においては昭30年から同35年ま
では 3回]以上層はむしろ滅少である .
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再編過程がのぞかれるようになるものである.このよ うにして，農地移動も複雑さを増す

なかで，新しい局面を迎えるのであ る.そして，この第 3期の農地移動はその移動の主た

る要因が，農業内部にというよりは経済の三重構造の深まりのなかで，いわゆる外か らの

要因が著るしく大きく なった点，何んといって もこの期の特徴としてあげねばな らない

従ってまたこうした二重構造の拡大のしわょせとしての農地移動の性格こそ問題といわね

ばならない.

尚，最近の庄内地方における水田の人為壊廃面積をあげると，昭和35年 12町，同37年

一37町，同39年 51町，同40年一79町と年々増加してきている.この農地の転用は鶴岡，

酒田の近郊において顕著であるが，道路の開設等に伴う農村部のそれも決して少な くはな

い.そして，これら転用の純農村への影響は， 農地価格の点で著るし く，その具体的な波

及過程は転用農家が農地の買い替えとして他所に新たに農地を求めるという，いわば飛び

石的な農地取得がその一つである. しかし，もちろん，近郊と純農村とでは，農地移動の

質的， 量的な差は免れない.ここで，鶴岡市の例で近郊と平地農村‘，山村とに分けて農地

の動態を比較してみると表 9のようである.要するに近郊では転用増大の反面，農地の売

買もかなりみられるが転用の激しさのために総体としての経営耕地は減少を辿るのに対し

て，純農村部では， 転用よ りも明らかに農地と しての売買移動の方が大きいということ，

そして，いま一つは，近郊の転用農家による農村部への農地取得の結果として，純農村部

での農地移動が売渡しの増となって現かれる ということである.尚，この点については，

後の農地の移動圏の項で詳述したいと思う .

次に第 3期の農地移動を自作地の譲渡事由別状態からみると次の ようである.

すなわち，この事由別件数の中で，先ず目立つのは生計資金獲得のためJ(件数比30%)

で，次いで 「営農資金獲得のためJ(15%)， r労働力不足J(13%)， r耕作不便 ・低位生産J(10 

%)， r農地購入資金J (10%)， r転業 ・転出による廃農・縮少J(13%)等がその主なものとな

っている.

尚，最近しばしば問題とされる転業等による廃農，或は経営縮少によるところの農地手

離しが件数比で13%をみるということは，やは り注目してよいことである.

表11 終蛍耕地面積の上限 ・|ご|決該当歳以の評-'iJ件数

項
¥¥  

地方事務所

目 ! 上限該 当許可件 数

lwg 38六子ι「 41 38 

下 限 該 当 許 可 件数

40 41 

~ 
11 

46 

39 

東

西

Iお 村

村

山

山

16 

山

賜 6 

7 8 34 

ゴじ
ー』十町E

J夜 間直

21 

1 14 

2 

1 

20 39 12 

百
寸
万
町民

一
-mv』
!

下

合

空己

l且 17 2 

31 

2 n~ 

上 1 11 i 13 ! - 1 - 1 12 ! 8 1-1 4 
μ)  i i I 17 I 17 i 18 22 I 35 I 51 i 62 I 60 

飽淑 | ー |← - i - I 2 I 
LU 診 ~I己 51 52 i 46 31 98 128 134 | 川

ii: : J一限t該当而績はilJ町村(1101)別に述うが，lie内j也城の場合は，犬々次の|三分のi"1れかに属す.
上限 (4.4町， 41Rj"， 3.6用J)下限 (3反)
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この様にして，比較的停滞的であるといわれている庄内地方の農地移動も，第 3期も後

半になれば他の農業地帯を追って幾つかの新しい局面をのぞかせていることは事実であ

る.

尚また，ここ で 1点だけ付け加えておきたいことは，庄内の最上層農クラスの農地移動

についてであるが， とれは表11で見る限 り，河北(飽海)よりも河南(田)11)の方にそう

した階層の移動(耕地拡大)が多いということである.

III .稲作中核地帯の農地移動 ーその実態

一一本章で取扱う資料は，主として，調査地における農地移動関係農家の全部につU、て

の農地法第 3条，第 4条， 第 5条，第20条に関する許可実績の集計から得た諸指標であ

る.集計は， 許可された分についての個々の申誇書に依った.また面積はすべて町・ 反 ・

畝単位を用いた.

1.経営耕地規模の上昇・下降農家別にみた農地移動の態様

先ず最初に，調査地における昭和36年から同40年までの農地移動の年次別動向をみると

表12に示すと おりである.尚，移動面積は，殆んと全部が水田である.

調査期間中に農地法第 3条，第4条，第 5条関係が多くなってくるのは，概して昭和37

年頃からであるが，項目別にみた移動の規模は，各年次共明 らかに 自作地有償 (除交換)

が圧倒的であり，昭和36年から同40年までの合計が約95町で，第4・5条を除いたいわゆ

る農地としての総移動面積に占める割合は65%となっている.また，転用の方は第4・5

条合せて 5年間で約20町になるが，これは農地としての移動と転用と の総合計面積の約12

%に当り，自作地有償(除交換)の約21%に相当するも のである.

賃借権の設定 ・移転及び賃貸借の解約は，共に規模としては少ないものであるが， しか

し，昭和40年の賃借権設定の増加L 昭和38年 ・39年の賃貸借の解約の増加は注目されて

よい.

さて，農地としての移動の最も代表的な自作地有償(除交換)についてであるが，これ

は， 関係農家数の面では 5年間で何等かの形で売買に関係する実戸数は 415戸あり，調

査地 3地区合せた総戸数 950戸のうち実に43%にもなる.これを年平均でみると 8.6% で，

100戸中約 9戸の農家が年々移動する計算である.

しかし，面積の点では年平均約19町で，総耕地の 0.7% に過ぎない.ただし， ここ で注

目しておきたいことは，売買 1件当りの面積が年を追って大きくなっていることである.

すなわち，昭和36年当時の1.2反から，漸次増加し，39年以降は 2.4反前後と略 2倍に増

えている.尚，このことは， 移動件数の面では，横ばいか， やや減少ぎみであるにもかか

わらず一方の売買面積は前段階の第 2期よりむしろ漸増の傾向がのぞかれると ころに注意

を払ってみる必要がある.そしてこれらは恰も転用の増加過程と符合しているのである

が，やはりこれは， I日鶴岡市内の転用農家の新たな農地取得なり，また近郊転用固に耕地

を持つ調査地の一部の農家による代替耕地の購入なりが，かなり大きく影響しているもの

と思われる.しかし，こ の外にも， 後述するところの3 農地の売買相手が中 ・上層農同志

に多くみられること，また，廃農を決意した農家等にみられると ころのかなりまと まった

農地を売りに出すといった事情等々があげられる.

では，本頃の分折の中心である上昇農家，下降農家別にみた農地移動はどうであるか，
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表12 年次 別 農 地移動 面 積 (調査地) (属人)

同司37138 I 39 I 4-0 -1 d't I備

無償副 | | !q |加
I ft¥'， lJ'"l. ¥I.x.， i 3幻1.3訓 3.8訓1 1口7.3訴1 5閃6.8創1 4必6.6引115日5.8創IJ( )は内他農委

}所呪 有 権 i，白主'千伶乍i士帥111) 1 Iハ1ヴ刊、，1 内口，，，1 Iにつ引川、¥1 川 J什つ1引J、，1内ににJ川1会耳取支扱分
! 日日 ~ i有 償① (反)i1152I2お1l2出3ilおI|19631M Ul

l(交換)②(反)1 43.81 60.41 33.11 19.51 43.71 200.4 1 ~ 当事者双方の面積転 1 、 ，= ¥1-"-' 1 ~~.u l uV.~ 1 ~~.Á I AJ.vl ~v . 'I ~vv .~ 1 1合計

iノト 作 士山 (反)1 19.81 25.41 9.21 2.01 10.41 66.81 

| 小計 (反)1 213.11 338剖 295.51223.81 297.411，368.21 

賃 借 権 設 定 ・移 転 ( 反 )I 15.5[ 0.21 6訓 16.71 38.81 

賃貸倍の解約(反)1 0.2[ 9.81 25.91 10.引 1.51 47.51 

合 計③(反)1 228.71 348.41 321.41 240判 315.711.454.51

転 用 (4条 ・5条)④(反)I 26.71 24刈 60.41 30.引 57.711叩 71

合 計 ③(反)1 255.41 372.41 401刈 271.引 364.411，654.11

指 数 |自作地有償① |川 210.51199.61 123.21叫 i 
(面積) 1転 用@1 100.01 149.71 135.91 91.9[ 133可 |
昭36=100| 合 計 ③ 11川州劉51山 i216訓 484(

i 合 計 ③ 1100.01 145.81 157.41 106.21 142.引 i

||||j(盟if

考

移

ノツ 譲 渡グ

.851r 譲受 ・穣穂別の面積を
1
I戸数で除した値

!対3引

| 資料・セ Yサス，山形
| 県農業基本調査
i但し戸数は法人参加農

! 家含む

自 作地 (有償)譲 受農 家数 (戸) 69 

グ 移 動件 数 (件)

転用 (4条・ 5条)農 家数 (戸)1 

グ 件 数 (件)1 

自作地(有)譲受農家 1戸当譲受面積 |

グ 譲 渡 グ 譲渡 グ|

グ 移動件数 1件当り面積 |

自作地(有)譲受農家/総 農 家 (%)

グ 譲渡農家/総 農家 (%)

自併地(有)①/総経営耕地面積 (%)1

転用④ / グ (%)1 

合 計 ③/ 11 (%) 1 

合計⑤/グ (%)1 

総農 家数 (戸)1 9551 

総経営耕地 面 積 (町)12，617.71 

注1.譲受 .11支の計の戸数は，昭36~40年間の譲受 ・波の実数

2 総農家数，総耕地面積は，大泉 ・京国 ・栄の計

3 名項目 のI市績は畝を阿捨五入したため合計と一致しない
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(，羽査地総数)経蛍耕地焼以 別に みた農地移動表13

B グ ノレ
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表13-(2) 総農家数に対する農地[多動農家数の割合 (調査地)
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表14 経営耕地規模耳IJ移動農家 1戸当りの農地動態 (調査地) (面積，反)
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以下検討してみる.

ここでいう上昇農家，下降農家とは，調査時点、の，すなわち，その開始期である昭和36

年 1月現在と終了期の昭和40年12月現在とにおける個々の農家の経営耕地面積の増減を基
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準として区分したもので，耕地純増の農家を上昇農家，減少農家を下降農家とした. ま

た，なんらかの形で農地移動があっても， 譲受 ・譲渡の差引きがゼロで，耕地面積に変動

のない農家を増減なしの農家とした.

尚，以上の区分に用いた個々の経営耕地の増減面積は，その耕地の増減にかかわる一切

の農地移動を， 農地等の移動に関する許可実績 (指令書に添付された申請書記載の面積)

に基づいて行った期間中の移動の追跡調査から得た資料によったものである.

また，昭和36年当時の経営耕地面積は，農家台帳面積により， 昭和40年12月末現在の面

積は， 36年以降の追跡調査でお さえた面積である.

尚，調査期間の途中で，例えば昭和38年とか，39年に初めて農地移動のある農家の場合

は，その当時の経営耕地面積 (申請書記載)を昭和36年 と同じとみて整理した. ただし，

極く少数事例ではあるが，36年の台帳面積と著るし く異な る場合は何れかの正を確認して

整理した.また，期間中の新設農家の場合は当初の面積を新設時の面積で整理した.

農家数は，飽くまでも家単位で，農地移動が2人以上の家族に関係したとしても 1戸

とみなし，また同一農家が 2年以上にまたがる移動があっても 1戸として集計した.

尚，以上のようにして区分した上昇・下降農家のグループを以下の行論では次のような

符号を用いることとする.

上昇農家群………… ..Aグループ

下降農家群…........Bグルーフ。

増減なしの農家群……Cグループ

さて， A・B・Cク勺レープの実態であるが， 先ず，調査期間中に何等かの形で農地の移

動・転用のあった農家数をみてみると(表13)，A ・B・Cグループ。合わせて 565戸(この

内自作地有償 (除交換)は 415戸)で，こ の内Aグループは 224戸 (自作地有償 197戸)，

Bグノレープは 277戸(自作地有償 213戸， cグループは64戸(自作地有償 5戸)である.

ところで， いま表13から階層別の農地の純増減の状態をみると次のよ うである.すなわ

ち，大体においてAグループの農家の多い階層が移動差引面積純増となるのであるが，特

に 5~7 反， 2 . 5~ 3町が，この点で目立っている. 5 ~ 7 反の差引面積増には新たな小作

地の設定な り，小作地の解約によ る耕地の増が大きな比重を 占めている.2.5~ 3町は明ら

かに自作地の購入増が主たる要因である 耕地減少の 目 立つ階層は低階層では 3~5 反

で，次には中層の 2町前後のと ころ，更にそして 3町以上の上層農(このう ち3町経営

は今日上層農とはいいがたいが)となる.このうち，上層農の耕地減少には2つのタイプ

があるが，その 1つは，転用増による耕地減少と， いま 1つは，自作地の売却・贈与等に

よる減少である.前者のタイプには， 3 ~3.5 町， 3 . 5~4 町があり ，後者のタイプには 4

町以上の諸階層がみられる.従って注意してみなければならないのは， 3 ~4 町のと こ ろ

の転用増によ る耕地の減という ことについてであるが，確かに40年現在では，この階層の

耕地は全体として減少しているが，その後の動きでは，事例的な調査に依拠していえば，

かな り転用の代替耕地を取得しよう とする傾向も強くあらわれてお り，一概に表13だけを

もってこの階層の動向を断じるわけにはいかない. むしろ今後の動きに注目したい.しか

し 4町以上とりわけ 4.5町以上のところは，概して自作地の売却による減少が多いもの

で，昭和30年代の後半における上限農家の停滞基調を投影した ものと してみることができ

るよ うである.

653 



36 山 形 大 学 紀要(農学)第 5巻 第4号

では次に，クツレープ別の 1戸当りでみた移動状況をみてみよう.すなわち，耕地の純増

減ではAグループは約 2.3反の増， Bグループは約 3反の減となり， cグループは増減な

しである.そしてこの純増減の内訳は，主として 自作地有償(除交換)となっている.

経営階層別にみた状況では， Aグループの場合は，移動農家数が 2.5町から 3.5町の聞

に最も多いのであるが，耕地の 1戸当り純増規模からみるとその大きな階層は次の 3つで

ある.その 1つは 7反前後の農家で，純増が 2.5反前後に及ぶ.いま 1つは 1.5町から

3町までの 3反前後の純増で，他の 1つは 5町以上の約4反の増といった点である.一

方 Bグループでは，総戸数の分布はAグループよりもやや上層にモー ドがあり 3町か

ら4町のところが最も多い.そして 1戸当りの減少規模の大きいところは， Aグワレープの

増加の大きい階層とは多少異なるものである.というのは，大雑把にいって， 1.5町から 3

町までのとこ ろは， A. B共面積変化が大きいという点では共通しているが Bグノレープ

で注意を要するのは， 一つには 1町以下の階層で，耕地減少が自己の移動前の面積の約

半分の大きさに及んでいること，そしていま一つは 3町以上の上層農についてである

が，この階層は，総移動戸数が多いばかりでなしに 1戸当りの減少規模でみても意外と

多いことである.これらの点を更に詳細にみたのが表15であるが，同表によれば 1町未

満の低階層では耕地減少 5反以上と いう農家が多く，また 3町以上の上層農では 1町以

上の減少という農家の多いことが明らかであ る.

Cグループの場合は， A. Bグループと違い自作地有償移動の農家が極めて少なしこ

のグノレープの総戸数64戸のうち僅かに 5戸に過ぎない.そして殆どが交換なり 小作地の所

有権移動，贈与等による移動となっている.
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尚，ここで一点だけ付け加えておきたいことは，極く最近になって小作地の所有権移転

が多くなる傾向にあるこ とである.こ の現象は，特に昭和42年頃から目立つようになるの

であるが，こ の背景には， 小作料が高 くなるという事情の変化があり ，これに伴い，小作

している当事者は，所有権を譲受けるとすればできるだけ早U、うちにしたいという考えが

強くなってきたこと，更にそしてこれに関連するいま一つは，小作人が小作地を買い取る

場合の価格 (所有権移転)は自作地売貨価格の略半分であるという事情も一定の 「小作地

を有する農家」をして，自作地化の方向へ踏み切らせる要因となっている.また一方，所

有権の譲渡例の事情でみた場合は，相手方の要望，農地の買いかえ，兼業資金 (自営)，生

計資金等々を得るためとするのが多い.このうち，農地の買いかえというのは，他の譲捜

し事由と違って，当事者の事実上の耕地増大につながるケースも少な くはない.だとすれ

ば，その他の事由にみられる一方的な譲渡しと共に，今日の農地移動の複雑さを物語るも

のとしてよみと らねばならないが，しかし， との小作地の所有権移転は，総体的にみて，

耕作者側からの要望によるものが約半数を占める現状であり，そうだとすれば，やはり ，

どちらかといえば，耕作者側の小作料の高まりなり ，或はまた地主による小作地の取り 上

げということに対する自 己防衛的な性格を持って対処している面が極めて強いものといわ

ざるをえない. 因に昭和42年の実態から小作地の譲受農家の階層的関連をみると殆ど全層

に亘ると いって もよいのであるが，相対的には 7反から 1.5町までのところが 多い.ま

た 4町以上のところにもかなりみられ注目される.

さて，本項の最後に，耕地に異動のある一切の農家について，調査期間中階層移動がど

のようになされたかについてみてお く必要がある.これを示す総括表は表16であ る. 尚，
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この問題については，別個に後の [VJで詳述する予定なので，ここでは二・三の要点だ

けに止めるとしたい.

先ず，表16と比較する上で従来の階層区分のなかから，大雑把にではあるが，一応代表

的な 3つの階層を引き出してみると以下のようである.すなわち1.下層農:土地持ち

労働者的な兼業農民層としての 1.5町未満のうち特に 1町未満層(この場合 5反未満の

零細農は脱農が微弱な段階では， しばしば 1町未満に包含されてみられることが多い)，

2 . 中層農・1.5~3 町のうち，特に 2~3 町層 3. 専業上層農 3 町以上のうち特に 4

町以上層である.このうち，中層農の 2~3 町層は，いわゆる中間層としては，やや上位

に偏したようにもみうけられるが，穴規模地帯としての調査地では，この方が，より実情

に即したものといってよいのである.

ところで，このいわば基本階層も，表16に示す実態に即して厳密に階層間の動向をみて

昭40
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みる と，そ こには幾つかの点で修正乃至は再整理してみる必要のある こと がわかる.それ

らは先ず 1.5町未満の兼業農民層にみるこ とができるが，この兼業階層には実は 2つのタ

イプ すなわち，その 1つは 5反未満の廃農の色彩が濃厚なも のと，いま1つは，いわ

ゆる土地持ち兼業層としての 1 町前後と に分れているものである.また，中間層の 2~3

町は， 2 ~2.5 町と 2 .5~ 3町との 2つに分けてみる必要があり， 2.5町を分岐点として，こ

れ以下はどちらかと いえば落層農家が多く，これ以上は上昇農家が多くなる.従って，こ

れでみる限りは以前の 2町から 3町までという農家の，いってみれば，それらの社会的存

在形態にはそれ程の差異は認め難U、ものであったが，今日，ようやくこの階層に，明らか

な分離現象がみられるようになったことは極めて注目されることであると同時に階層区分

には十分に注意を払う必要がある.更にまた， 専業上層農の 4町以上の ところはp 特に 5

町以上のところに典型的に現われ}ているのであ るが，一般に耕地規模は伸び悩み状態にあ

り，且，農家の階層間移動では，む しろ落層が多いものとなっている.しかしp このこと

と同時に，この階層の農地移動の面で注意しておきたいことは，現段階での上限採算規模

をめぐっての増 ・減移動が多いという ことであって，このこ とは， 農家の階層間移動がた

とい以上のようなことであった としても，単に一方的な落層を示すことにはならないわけ

で，例えば今日の上層農家の課題でもある機械の利用が機種 ・型式共にこれら上層経営に

マッチしたものとして体系化されれば，それに沿った採算規模: 今日の採算規模より大

になると 目されるーーを中心とした移動が再開されるものと多分に想定されるのである.

2. 経営階層別にみた農地移動の相手方関係 一自作地有償(除交換)移動の場合一

本項では， 自作地有償(除交換) のみについて検討するが，この売買相手方と売買面積を

一括して示したのが表17である.

最初に，自作地の売買件数 1件当りの規模で階層的関連をみる と，規模の大きな取引き

は買手も売手も中・上層農同志の場合が多く，反対に小さな規模の売買は，どちらかとい

えば低階層の農家同志で取引される場合が多U¥ しかし，この後者の場合は，必ずしもそ

うした関係ばかりではなく ，小規模な売手， 買手に中 ・上層農の参加もかなり多いもので

ある.特に下層農と 中・上層との売買組み合せの場合は， しばしばこのケースが多い.

全階層を通じて， 移動jの激しい階層は 2~3 町であった . いま表17で もこの階層の売買

が最も目につく .この階層の 5年聞の譲受面積は，全体の44%を占め，また，譲渡面積で

は35% を占める . そしてこの 2 ~3 町階層同志の売買も総数では最も多い もので， その売

買面積の規模は，地区内農家同志の売買総面積の約20%を占めている.

自作地の移動を白地区 (地区単位は調査地の大泉 ・京田 ・栄の 3地区を夫々単独に取

扱う .従って白地区内の売買とは，夫々の地区内の売買をいい，地区間の売買は市内の他

の地区と同様他地区売買として処理される)と他地区 ・市外とに分けて，その状態をみる

と，買手側の方からみたところでは他地区 ・市外との関係の多いのは，中 ・上層農であっ

て， 1.5町以下のところは， 白地区内，とりわけ自部格内からの取得が主となっている.

以 I二のう ち，中・上層農の他地区・市外への進出は一見規模拡大の旺盛さ を示すように

もみえるが，一方の売却も同様に多いので，相殺されているのが現状である.また，他地

区 ・市外と の売買は殆どが隣接地区，或は町村となっているため，現在の ところは著しい

耕地の分数的取得というのは極くまれである.

以上に対して，売手側の事情をみると，大凡のところは買手側と 同様の傾向にあるが，
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違う点は，他地区・市外への譲渡しが低階層にもかなりあるということで，いってみれ

ば，この種の移動はむしろ全層的である.この場合，売り先は旧鶴岡市の農村部が最も多

いものである.そして，この他地区 ・市外との売買で結局のところは，差引き 5年間で約

11町の減少，年平均で約 2町宛の減少という結果となっている. ともあれ，階層聞の移動

では 2~3 町 (2.5町前後)同志の売買が最も目につくものであることは先にみたとおり

であるが，これに加えて注目しておきたいことは，売買 1件当りの面積が中農同志，或は

中・上層農聞の売買において，その規模が大になるとし、う関係である.これらは表12に示

した年次別の 1件当りの規模が漸次大になっているということの内容を意味するが，傾向

的にはやはり新しい事態とみてよいであろう.

尚，表 17-(2)は，自作地有償(除交換)移動の階層相関 (面積比で示す)であるが，こ

れによると，階層間の面積移動の程度が明瞭にわかる.すなわち，売買が同位階層間でな

されるのは 5反以下と 5町以上とを除けば，殆どの階層にみられるが，特に1.5町から

4 町までのところに多く，中でも 2~3 町同志の多いことは，ここでも明瞭に示される.

また，譲受・譲渡別にみた状態では，譲受けの場合は， 2 ~2. 5町までの諸階層はすべて，

その譲受面積が，当該階層の下位層からよりも?上位層からの方が多くなり， 2 .5~ 3町以

上の諸階層では，この逆となる.そ して，譲渡しの場合は， 2 ~2.5町までの諸階層は，夫

設{度
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表17ー-(2) 自作地有償(除交換)移動の相関 昭36~40 (調査地)(面積比，~ó') 
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j主:表示した面積比は，地区内は地区内売買移動総面積 (571.1反)を 100とし，地区内・地区外，]110)'，I;lj合は譲受の場合は，移動総面積 700.9反を，譲渡の場合は移動総直1積 815.4反を大々

100として計算した，
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々の階層よりも上位層の ところに譲渡が多く ，2.5~ 3町以上の諸階層はその逆と なってい

る.このよ うにして，正に 2.5町左界と するところの階層間の農地移動の差異がみられる

のである.そして，こ の総結果が， 実は表16となって現わるものであった.

次にグノレープ5.)IJの売買相手方をみると表18のようである.

これは要するに，上昇農家のAグループは当然のことながら買手側の農家数， 譲受面積

共に全体の大部分を 占め Bグループは売手側の殆どを 占めているというこ とに つき る

が，やや詳細にみれば， Aグノレープ同志の売買， Bクツレープ同志の売貿というのもかなり

あるもので，売り買いのジグザグな コースに注意 してみる必要があ るし，また， 直線的に

規模を拡大する農家，縮少する農家の多いことも表18の示すところである.

また，グノレープ別に分けてみた各階層の売買相手方は表17の総合計でみた状態とは多少

違うのが当然であるが， いま， Aグルー プの 2~3 町をとってみると譲受先は各階層に豆

るも特に 2~4 町のところが 目立っている. 但し，上昇農家の多い 2.5~ 3町のところ

は比較的少ない . また同様に B グノレー フ。の譲受先をみると，これも 2~4 町に集中してい

る. 一方これと逆の譲渡先では， A. B グループ共に 2 ~ 4 町のところが多い . そし て，

このA.Bグループの譲受先は両者共殆どがBグノレーフ。であ ることは表に示すとおりであ

る

また，以上に加えて，注目 しておきたいことは，他地区・市外より購入しているのは殆

どがAグループで(中 ・上層農)，逆にそれへ売却しているのは殆どがBグループ(全階層

に亘る)であるというこ とである.

3.農地売買の事由別にみた状況

自作地の売買相手方をグ、ノレープ別でみた状況は， すでに前項で述べたとおり， 譲受側は

殆 どがAグノレーフ。で，譲渡側は殆どがBグループであった. そこで， ここに示した表19

は， 一応A・B・Cグループの合計ではあるが，このうち， 譲受の分は大体においてAグ

ループ。を代表し，譲渡の分はBグノレープを代表する もの としてみること ができる.

この表19から大凡次のようなことがわかる.先ず譲受の事由からみると，その殆どが

「経営拡張」とあって，他には極く少数の分家準備だけ となっている.このように，譲受の

場合は全部といっていい位 「経営拡張j の事由でなされているが，その「経営拡張J の詳

細な内容まではこの資料では知ることができない.

ところで，一方の譲渡事由では 消費(生計)資金の獲得J(一般生計資金の外に建築費等

の臨時費も含む)というのが，面積比で最も多く，全体の37%を占める状態である.そして

この事由に基づく当該農家 1戸当りの譲渡面積 (3.3反)も，また 1件当りの同面積(2反)

も，他の事由に比較して大きい方に属 している.更にこの「消費(生計)資金獲得」の階

層関連では，低階層におけるこの種の移動の多いこともさることながら，注目されるこ と

は，1.5町から 4町位までのいわば中・上層農クラスにも極めて多くみられ，何れもが，譲

渡面積の最多を 占めてい るとい うことである.

また，低階層の特徴をあげれば廃農J，r兼業拡充」が一般に多くなるが(1町以下)，

特に 5反末満では 「廃農j が圧倒的 となる.もっとも， この 「廃農」 区分には直ちに農業

の一切をやめる とい うものだけではなしに，将来は廃農すると いう 考えのも とで，耕地を

縮少するのも含まるのであるが，こうした廃農理性lによ る譲渡は，確かに低階層の譲渡農

家にみられる一定の傾向には違いない. しかし，これと関連して，いま一つの動きに注目
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注 l.項1=1の区分 ・l免農(在村転出の一切)，兼業拡充(自営兼業 ・その他家業としての兼業)， 農地の買いかえ (農地のみ)，耕作不便 ・低位生産， 労

働力不足 (長従者の転1:1:， ・老令化)，営決資金獲得 (農機具 ・その他)，i肉質資金獲得 (保持 ・冠婚葬祭 ・建築 ・教育・一般生活資金 (負債整理))，
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したいのは 2町前後，或は 3町農家にも散発的にではあれ，やはりその「廃農J事由に

基づく移動のあることである.また，これら中・上層農において「兼業拡充j のためとい

う農地売却も決して見逃しえない数字となっている.このこともやはり注目しておきたい

一点である.

次に，農業経営上の諸事由に基づく譲渡側の状況についてであるが，先ず最初に「農地

の買いかえj の状態からみると，これは，戸数の面でも，また面積の面でも「消費(生計)

資金獲得」に次いで大きなものとなっている.すなわち，階層別には低階層の 2・3をは

ずせば他の全階層にこの種の譲渡移動がみられる.特に全般を通じて移動が最も激しく，

且，上昇農家の多い 2.5~ 3町のところにこの種の移動が一際目立って多いのは注目され

ることである(この場合は上昇農家のAグループに多くみられる).

さて，現実の経営面での諸事由については，表19にかかげた 3つのうちJ労働力不足④」

が最も多く，次いで「営農資金の獲得@J，r耕作不便・低位生産GJの順でみられる.そし

て，これらの事由別譲渡を階層との関連でみると，④の場合は， 1.5町以下には全くみあた

らないが(農外就労を家業として充実していく農家の場合はJ兼業拡大」に区分しである

ため，これに相当する農家は，たとい農業労働力が不足がちでも労働力不足」としては

でてこない)1.5町以上の各階層には何れもかなりの割合でみられる.階層別には先ず，

1.5~2 町の，いわめる第 1 種兼業と第 2 種兼業との分岐点のところに一つの特徴的なピー

クがみられ3 また 3町以上の上層農においては当然ながら全体を通じて最も濃密なもの

がみられる.これに対して 2~3 町のところは案外少ない. 尚，この労働力事情と耕地

の手離しをみる場合，次のことが注意されねばならない.すなわち，今日といえども，実

は単純にそのことだけに基づくケースというのは，表19の示す程にはなっていないように

思う.同表は，最も大きな譲渡理由をもって整理したものではあるが，多くの場合，他の

種々の理由とからみ合っているのが実状である.単に労働力が不足がちということだけで

あれば，一時他に貸付けるという方法もありうるわけであるが，それが完全に土地の売買

となって現金化されるというところに，極めて複雑な要素の混在していることをしるべき

である.

次に⑪の場合であるが，これは 5反以下を除いては，多かれ，少なかれ全階層にみら

れる. しかし，このなかでも特に目立つのは，中・上層農の 2~2.5 町 3 ~3.5 町 4~

5町の階層である.

次にOの場合は，全体的に極めて少ないものであるが，一応，労働力が不足がちで，且，

経営に何等かの合理化を追られている上層農に比較的多くみられる.

かくして，譲渡側の経営上の理由といっても，かなり区々ではあるが，一応は，今日の

労働力の不足，兼業の深化，そして営農資金の増大といった事情の農地移動に反映する大

凡のところはこれでしることができる.

ところで，以上述べたところで，すでに明らかとなったことであるが，事由別にみて，

最も大きな農地移動は，譲受側の「経営拡張j に対して，譲渡側では「消費(生計)資金

獲得」ということであった.この後者については，表10の田川地方全体でみても同様の傾

向にあるものであるが，この種の移動が多いということは， とりもなおさず，今日の家計

経済，そしてまた住居の新築・改築その他にみられる生活様式の変化等に伴うところの出

費の増大，資金の増大というものが要するに自らの土地の商品化を促すという局面のひろ
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がりを示すものに外な らない.そして， このような移動が，上 ・中・下層の全層を貫いて

大きな比重となっていることは，正に今日の農村経済そのものを反映したものとして注目

しておきたい. しかし，こ うした事情のなかにあっても，反面，経営拡張の多くあること

もまた事実である.だがしかし，この 「消費(生計)資金獲得」と「経営拡張」と を対峠

させて事をいうこ とは，必ずしも簡単ではない.いわゆるその対特性というのは， 今日 ，

かなりみられたとしても，基本的には小農制のなかで，果して，質的にどれ程の聞きがあ

るかという こと になると，それは決して速断は許されないものである.生計上の種々の資

金の膨張は，農家経済への圧迫として一般化の傾向を辿っている.そして，農地の移動，

耕地の拡大も多かそ少なかれこうした条件のなかでのそれである.従って規模拡大といっ

ても，そこには常に多くの制約と，諸条件の介在していることはいう までもなく，こ の道

は未だ決して，安易なものと はなってし、ない.従ってまた，以上の両者の基本的な対 峠

性，乃至はその分離過程と いうのは未だ潜在的なものとして理解するのが至当であ る.

4.農地の移動圏及び転用地の動向

本項では，専ら自作地有償(除交換)の移動圏と，他に転用の実態について検討する.

先ず自作地有償の移動圏についてであるが大凡次のようである.

自作地有償移動を譲受の方と，譲渡の方とに分けて，夫々の移動圏を把えてみると，大

雑把にいえば，移動戸数の面でも，同面積の面でも両者共約半数が自部落内取引きで，他

の半数は，他部落と他地区とで殆どを占め，市外は極く僅かである.ただ，やや詳細にみ

て譲受けの範囲と譲渡しの範囲との相違をあげれば，市内他地区(旧町村単位)と の取引

きでは，譲受けの場合よりも譲渡しの場合の方が面積が大きく，また， 市外と の関係では

譲受けの方が若干多い という点、である.このこと は，すでに 2項でも みたところであるの

で詳細を省き，次にグループ別の状態をみると以下のようである.

Aグノレープは， B. Cグループに較べて，譲受の範囲の広u、のは或意味では当然である

が，市外から受けているのはこのグループだけである.また，譲渡の方も面積は少ないが

範囲はBグループと同様の広さである.特徴的なのは，譲受の場合は 自部落から多いが

(譲受総面積の 61%)，譲渡は他のB・Cグループと違って自部落に集中すること はない.

Aグルーフ。の譲受けと B・Cグ、ノレーフ。の譲渡しが自部落に集中するのは，B. Cクツレープ

の農地売却の相手がAグループであり ，B. Cグループの売りに出した農地を同じ部落の

Aグ、ループの農家が多く貿っている という関係があるからである.更にいえば，同一部落

内でA ・Bグループの色分けがなされているというわけである.

尚，鶴岡市(但し大山・西郷地区を除く)における昭和40年度の地区別(/日町村単位)

にみた 自作地の有償移動を示すと表21のようである.この資料は属地主義をと っているた

め，我々の調査の属人主義の数字とは若干喰u、違いがあるが，それでも 自作地有償の移動

は一部の地区を除いては殆どが白地区内の移動の方が圧倒的に多いことがわかる. そし

て，この場合その白地区のなかの単位を更にいうならば，我々の調査から推測するに，そ

うした地区の何れも が多分に自部落内取引が多いものと思われる.

またこの表21は，/日鶴岡市の農村部の売買の範囲が極めて広いことを如実に示している

が，実は，調査地の表20に示す市内他地灰への譲渡面積の殆どがこの旧鶴岡市との関係と

みてよい.

次に転用地の動向と転用農家の農地移動についてみてみよう.
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転用地の年次別状況については rn-1 (表13) で示 したと おりであるが，調査地において

も年々増加しているのが現状である.表22は，調査期間 5ヶ年の総数で示したものである

が， 転用農家数は97戸で， 転用面積は約20町であ る.そして， グルーフ。別には，Bグルー

プが戸数， 面積共に最も多く ， 戸数は74戸 (76~も)面積は 14.4町 (72%) である . これに

次いでAグループがあるが，cグループは 1戸だけに過ぎない.更にこれを転用規模別に

みる とA.Bグループ共， 0.5反未満の転用戸数は50%を占め，ここのところが最も多い.

また 1町以上の転用は僅かであるが 5反前後のと ころはかな りみうけられる.転用農

家 1戸当りの面積は，Aクツレープが 2.5反 Bグループが 2反で，前者の方が大きくなっ

てい る (表23) こ れは ， Aグループの 2.5~ 3町の転用が大きく (戸数10戸 1戸平均4

反)，これが総平均に影響しているからである.

ところで，これら転用農家の農地移動をみるに，総戸数96戸のうち新たに耕地を求めて

規模を何程かでも， とにかく ，拡大したという農家は22戸に過ぎず，大半の74戸はすべて

耕地減少となっている ことに転用農家についての大きな問題があるというわけである.

尚，転用農家の農地移動圏については， 前段でみた全般的な傾向と大して変り はないよ

うである.

問題は，やはり，転用農家の多 くが耕地減少に帰 している点である.そこでこのこ とを

表23によってやや詳しくみると，これら Bグルーフ。の農家は，代替耕地として或程度農地

を求めるのもかなり みうけ られるが， しか し， そうした農家も含めて，かなりの農家がむ

しろ転用 と同時に農地としての売却も敢えて辞さない状態で，転用農家Bクツレープの 1戸

当り でみた移動は，転用が 2反，自作地の購入が 1反，自作地の売却が 2，3反，その他の

移動差引(+)0，1反と いう ことであるから，結局は耕地の差引減少が 3.4反となるわけで

ある.

5.農地価格

農地価格については，山形県農業会議の 「田畑売買価格等に関する調査」によれば，表

24のとおりである.こ の資料は中国価格であるが，これによると調査地の田・畑の反当り

価格は，大泉地区が最も高く(水田40年25万円，43年62万円)，京田地 区がこれに次ぎ

(水田40年20万円，43年53万円)，そして栄地区がこのなかで最も安u、地区になっている(水

田40年21万円，43年50万円).これを同じ鶴岡市内ではあるが他の農業地域との関係でみる

と， 近郊との比較では， 昭和40年頃は明らかに近郊の方が高いが， 43年ではむしろ大泉地

区の方が高くなるという現象さえみられる.もっとも，京回 ・栄地区は近郊に及ばないが，

それにしても近郊と純農村稲作地帯との農地価格の格差は以前程ではなく なったことだけ

は確かなようである.また，旧鶴岡市と移動関係の多い平地 (複合)地域の黄金地区は以

外と高 く (水田40年22万円， 43年55万円)農村部では大泉地区に次いでいる.

このようにして，農地価格は，少なくとも40年前後は近郊が最高で，純農村に入るにつ

れて安 くなる傾向であったのが，43年現在では必ずしもそれと同様のもの とは言い難い状

態となっている. しか し，これは事態をいま少し見つめていかなければはっきりとはし、え

fょU、.

尚，昭和40年以前の調査は，大泉地区だけなので，他との比較の上で調査地の農地価格

をみるわけにはいかないが，この大泉地区でみる限 りでは，昭和32年で水田・ 反当10万円

であったのが， 36年では18万円，40年で20万円， 43年で62万円であるから，32年から36年

667 
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頃までは年平年大凡 2万円宛の値上がり，そしてお年から40年頃までもまた大凡年平均 2

万円の値上がりというところで，概して40年乃至は42年頃までは年平均大凡 2万円前後の

上昇という推移であったが，以後最近の急上昇は真に眼を見張るものがある.以上はすべ

て中国についてであったが， 上回においては尚一層のことである.

尚付け加えるに我々の農地移動の調査期間である昭和36年から40年までの聞は，上記の

大泉地区の例からみて，略中田20万円，上回30万円台のと きに当る.

転用地(宅地)価格については，表24の下段に示すとおりであるが，昭和40年現在で調

査地は坪当 り5千円前後であったがり年では 1万円と急激な値上がり となっている.

以上の農地価格の問題は，実は，農地移動をめぐる最も重要な課題の一つであるが，こ

こでは，詳細は他の機会に譲るとして，調査結果との関連から問題点として次の 5点だけ

を指摘するにとどめたい

その第 1点は，転用と の関係であるが，転用価格の直接的な影響を受ける農地価格の形

成と他に転用農家の農地購入を通じて形成される農地価格についての問題である.

第 2点は，転用農家も含め，一定農民層にみられる農地の買いあさり現象と農地価格の

形成に関する問題である.

第 3点は，農地の売買が中 ・上層農同志の組み合せが極めて多く，且 1件当り の売買

対象面積の規模が漸次大きく なってきているが，これと農地価格形成との関係についてで

ある.
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第 4点は，多分に第 2点，第 3点と 関係するが，稲作収益性の階層性と現実の農地価格

との関連，特に耕地の限界採算価格1)の階層的関連，(中 ・上層農の大きな課題).

第 5点は，生産組織の再編と農地価格の形成機構とい う問題である.

6. 農地購入と資金

農地の購入資金については，問題を十分に掘り下げるだけの資料を持たなし、が， 一応，

表25，表26によってみる ことにする.

表25は， 大泉地区の場合で， 農協の信用事業を通してみた農家の資金事情を示したもの

であ る.

これによると，昭和37年と40年とを比較して一目瞭然なのは，各階層共米代金は確かに

多くなっているが，一方農家の借入金も際立って多くなっていることである.尚， 借入金

については， この資料では比較時点 (月)が違うので直接の比較は困難であるが， 37年は

年聞を通じて借入金が最大となる 9月末をとり， 40年は一応年度内に返済すべきものは返

済した後の41年 3月末を示したにもかかわらず，その借入金の残高が40年度の方が多い と

いう こと は，明らかに後者の借入金の増大を意味するものであって，これがこの地区の最

近の傾向であると同時に，一つの警鐘となっている ものであ る.

また，貯貸率では， 40年が全農家平均で 128となり ，悪化の一途を辿っている.もっと

も，農家の借入金には長期資金が多いため，年々の返済分は米代金で十分といえばそれま

での こと であるが，こ のよ うな借入金の増加はかつてなかったことである.

こうした事情は， 多かれ少なかれ，調査地全体についてもいえる傾向である.

このような資金事情のなかで，農地の売買が行われるわけである. そこで農地の取得資

金としては，僅かな耕地の場合は自 己資金なり，或は農協等からの借入金等で賄うのが多

いと して も，かなりの面積になればそれだけでは到底間に合わず，制度資金の農地取得資

金の利用と なろう. しか し，この資金の利用者は調査地では 1町以上の農家に限られ，こ

表25 農家 1戸当り の貯金 ・借入金 (館岡市大泉地区)

l 附 37 年 度 | 附 40 年 度

戸 時 代金 iiム 金 i i淵 売代金i貯 金 i借 入金 i
ζD (E)⑧/④ X 100! ⑤ | ⑨ l⑮/⑤ X 100 

i 37年産米 9月末現在 I ~ ' C~ 40年産米 41年 3 月 I 41年3月 |
l 千円1 ヰ円1 pf 千円! 千円( 千円! % 

5反未満 89 89 100.0 129 121 85 70.3 

5 ~ 10 I 197 149 75.6 264 135 175 129.6 

10 ~ 15 402 298 削 537 209 353 168.9 

15 ~ 20' 543 345 63.5 793 295 464 157.3 

20 ~ 25 803 456 56.8 1.081 139 574 413.0 

25 ~ 30 985 548 55.6 1.411 631 794 125.8 

30 ~ 35 I 1，116 543 48.7 1，628 647 867 13'1.0 

35 ~ 40 I 
40 ~ 45 

45 ~ 50 

50 ~ 

言十

1，316 

1，480 

1，702 

1，979 

803 

580 44.1 

243 16.4 

545 32.0 

677 34.2 

400 49.8 

1，920 799 1，064 133.2 

2，105 706 647 91.6 

2，337 674 1，219 180.9 

2，926 798 771 96.6 

1，143 458 586 128.0 

i主 大泉農協 [営農基本資料j よ り作成 ， 調究農家は組合員農家全戸 (~37年 495戸，昭40年 493戸)

1)板本稿彦「土地価格法則の研究J 1958年10)J . 
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れ以下の農家には見当らない.この点について表26によると，特に目立つ階層は 2.5~ 3 

町と 3~3 . 5 町で， また， 極く 最近の42年では 3.5~4 町の と ころが， 急増しており注目

される.

ここで，農地取得資金の利用について，調査地全体の年次別推移をみてみると，昭和38

年が24件 (1，094万円)，39年が22件 (1，468万円)，40年が31件 (1，440万円)，41年が19件 (1，002

万円)， 42年が21件 (1，405万円) となってお り，40年まで件数，金額共に増加の兆しがみら

れたが，41年以降は，やや横這い状態である.この41年以降，極く最近の横這い状態につ

いては，取得資金の枠が 1戸 100万円が限度であるのに対して， 農地価格は上昇の一途を

辿っているため，この資金に主として依存しようとする農家には厳しい制約となって現わ

れ，別途資金との抱き合せを考慮しなければ思うような購入が困難になっている という事

情との関係でこ の農地取得資金はそれ程伸びないという こともあろう し， また，前段でみ

たところの農家の借入金が年を追って増加している ことからして，新たに多額の資金を借

り入れるということの極めて至難な状態にあるという事情とも関係していよう. 要 す る

に，農地は僅かの面積であればいざしらず，表26にみるような 3反以上も取得する場合

は，借入資金だけに依存しては到底求め難い もの となったということである.表26は昭和

39年と42年の実績を示したものであるが，これから両年度の農地取得資金への依存率をみ

表26 農地取 得資 金の利 用状 況 (調査地)
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てみると39年が85%前後であったのが， 42年では50%前後と大巾に低下している.そして，

この42年は自己資金が急増するのであるが，実はこの自己資金の中身というのは，自己の

農地の売却金というのが殆どである.このこと は，同一農家の農地の売り買いが激し くな

っていることを如実に物語っているものである.事実この同一農家の売 りと買いは30年段

階の後半にも多くみられたし，また41年以降も増加の傾向にある.

かくして，農地の購入は，高地価の下で，資金面では，一層困難をきたすのであるが，

一方農地取得をめぐる農家の考えなり ，その傾向というものは，全部 とはいわないにして

も，転用農家の耕地取得へのあせり ，更にそして， 一般農家にみられる耕地拡大への関心

の高まり ，既述した一定農民層の規模拡大への一種のあせり ，といった状況にあるとみ ら

れる.そこで，こ のことと，一方の資金難という事情とのからみ合いからして，実は今後

の農地移動は，一段と複雑なものとなるであろう ことは想像に難くない.それは，た とい

農地移動の階層性なり，その基本的な移動の方向なりが，明らかに一定を志向していたと

してもである.

IV.新しい 生 産 組 織 と 農 地 移 動

庄内の農地移動の第 3期としてみた昭和36年以降ー←すなわち我々の調査対象となった

期聞は，いわゆる兼業の深化， 農業労働力の減少 という諸事情のなかで，種々の新しい生

産組織が発生したことは周知のとおりである.

表27 1~~ 業経営 体， 農 事 組合 法人

協業経営体数① 1 i農事組合 i

l全而 |部門 l法 人② !

昭 37 1 18 2 

38 1 30 

38 

1 66 

2 80 

2 (1) I 88 (33) 

(庄内地域)

請 負耕 作(全両 ~!H1 ③

請負
っている

請 負 わ
せている

39 l 
a
 

数

積

数

積

戸

而

一

戸

而

ー

以

家

農

長

穐

種

1
A

q

ム

ハリ

ハU
η

L

内

4

1

7

7

7

 

30 

20 

60 

43 
40 

41 

42 

注 1.資料①は，山形県農業基本調査 (昭42)，②， ③は， 山形県農業基礎統計(1967年版)による
2.協業経営体参加戸数(昭42)は全面が7戸，部門が 1，267戸，同経営耕地は全市が 16.1

ha，部門が 553.7ha 

3. ( )は内平地農村

表28 7J，稲集団栽 培 の 普及状況 (庄内地域)

同 吋参加農家数|笑刷積|丹当|去問品|農家普同l而積普時

1 戸 ha i 戸 h~ %1 ，百

昭 38、 13 307 I 375 I 23.6 I 28.9 I 1.1 I 0.9 

39 i 71 I 1，753 2，076 24.7 29.2 6.5 I 5.2 

40 I 106 I 2，716 I 3，435 I 25.6 32.4 I 10.2 I 8.7 

41 186 I 4，480 I 6，343 ! 24.1 ! 34.1 I 16.9 I 16.1 

42 加 i 6，137 I 9，789 I 25.0 39.9 23.1 24.8 

i.i: : r山形県稲作経営改善協議会資料l及び 「山形県水稲集団栽i五千佐進協議会資料」による
農家普及率，面積普及率は，水田耕作農家， 7J(旧総面積に対する割合
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いま，諸統計により，それら生産組織の動向をみると表27，28のようである.

すなわち，庄内全域の協業経営体数は昭和42年現在で，全面が 2，部門が88となり，山

形県の協業体数(全面 6，部門 149) の約60%を占め，且，一定の成果を収めつつ今日に

至っている.これら協業体のうち部門協業は稲作が最も多い (48).また，協業体参加戸数

は同じく 42年現在で約 1，270戸で， 経営耕地は約 560町である.従って戸数で、は庄内全体

の4%，面積では 1%程度のもので，未だ，本格的なものでないことはいうまでもない.

また，協業体数を平地農村 とその他農村と に分けてみると， その他の地区の方に多く みら

れ，平地に少ない.

農事組合法人の場合は，全般的にいって昭和39年以降横這い状態である (72法人).

とこ ろで，近年急速に発展し，注目を浴びた水稲集団栽培は，今日，農家普及率で23%，

面積普及率で25%という成果に達している.

また， 以上の外に請負耕作等も僅かではあるがみること ができ る.

このようにして，それら新しい生産組織の内容の一つ一つについては別として，全般的

には確かにその生産組織の再編過程の一段階にあることは事実である.

さて，問題は，こうした段階におけるU、わゆる新しい生産組織と農地移動との関連であ

るが，いま，調査地の農業生産法人である農事組合を中心にみると以下のようである.

すなわち，この農事組合法人の密集していると ころは京田地区であるが，当初の昭和39

年より 41年に至るまで，脱退農家が相当あり，従って，法人の経営する面積も大きく変動

し今日 に至っている.しかし，今日 ようやく一応の整理がついた感じでもある.と同時に

それ自体は新しい出発点にあるともいえる.

農事組合法人のス ター トと農地移動との関係ではしばしば 3町以上の上層経営におけ
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る土地集中の傾向の微弱さ1)(高地価と雇傭労働掌握の困難)との関連で理解されるが，こ

の点については本調査でも同様な結果である. しかし，実際に法人経営に踏切ってみる

と，そこには幾多の困難な問題のあることも事実であり，現に脱退農家の多くあることか

らも明らかである.従って出発した当初とはかなり農家の構成も違ってきている ことは否

めない. 昭和41年現在の参加農家の階層構成は，大規模地帯の京国では，依然として 3 ~

4 町にかなりの農家をみるが，これとて当初の 4~5 町農家の脱落によって，むしろ同質

的な農家に集中してきたといった感 じが強いし，鶴岡市全体では 2 ~3 町のとこ ろが最も

多く，また 2町以下も全体の 3分の 1を占めている.いわば，こうした形が法人の新しい

出発点 となっているわけである.

法人の経営耕地はすべて使用貸借でなされている(昭41年現在)が，脱退すれば再び以

前と 同規模の自作農になる といった具合で，今日必ずしも法人経営 と農地移動と の密接な

関係は表面化していない. 法人と農地移動との本格的な関係は，法人自ら耕地取得に着手

するような段階においてか，或は詰負耕作のような形においてか，或はまた，構成メンバ

ーか，法人(経営)というものを媒介 ・手段としながら個々に農地移動に関係していくと

いう段階ではじめてみられるものであろう .現在のところは，未だそうした事態にあると

は思われない. しかし，次のことだけは指摘できょう.すなわち，生産法人たる農事組合

のみならず，いわゆる集団栽培についてもいえることであるが，それらの生産組織は現在

の属人的な色彩から漸次何等かの形で属地的な方向に進むにつれて， 一つには，耕地の集

団化が，機械の効率規模に設定される方向に向 くであろうから，そのこと自体は新しい生

産力の形成につながるという意味で，農民分解lこ新たな基盤を提供するようにな るという

こと，二つには，以上の場合，その新しい生産力の担が手の問題であるが，これが，いか

なる農民層或はいかなる生産組織一一ーといってもその組織を担う 農民がい るーーかという

ことは， いまここで速断しないとしても，そうした担い手は必ず出現するだろうというこ

とである.

V.農民層分解と農地移動

1.米作農家の経済と農地移動

庄内の稲作農業は，今日反当収量では，全国一の地帯として著名 となった(昭42，反収

庄内 590kg，山形 567kg，秋田 551kg，青森 542kg，佐賀 540kg，長野 531kg，全国

平均 4.53kg).また，労働生産性も良好な成果をあげている(労働 1時間当り玄米生産量，

昭31年 2.72kg， 35年 3.14kg， 41年 3.79kg). これらを一口にいえば，稲作の生産性は

「多収省力型Jの方向で，発展しているということである.

いうまでもなく， 米価は近年他の農畜産物価格と較べて安定的であり， 庄内は特に高位

生産地として，差額地代の取得に預るわけで，優位な立場にあることはこ こで述べるまで

もない.

1) 1.:n上完二，I農民居分解と農地時!J度との関連J(大谷省三編 農家の兼業 ・11'，稼 ・離農lこ限l
する総合的研究 (1))昭和41年

2 井上完二， r農地移動と農事組合法人の諸問題パ農業場同組合，第12巻第11号)昭和41年

3 庄内稲作集団栽培の性格を白作農的土地所有の危機に対応する防衛的性格として担えた
ものに，大場正己J庄内稲作集団紋渚の性格についてJ(東北農業経済学会会報第 3号昭
和43年) がある.
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では，この庄内の農家経済は果してどうであるかを次にみてみよう.

先ず表30によって，階層別に年次別の推移をみると以下のようである.

最初に農家所得，農業所得についてみてみるが，大体において，両者共年を追って多く

はなっている . そして，農地移動の目立っている 2~3 町では，昭和40年で農家所得が

100万円に達し， 農業所得は90万円を突破している.このようにして，各層共所得は一応

増加しているのであるが，一方の農業依存率，また家計費充足率との関係でみると決して

問題は少なくない.

すなわち，農業依存率では 2町以下のところは，農業所得が増加しているにもかかわ

らず，逆に低下の傾向にあり (但し 5反未満はむしろ増加)， 2町以上でもよ くて90%前後

である.また，家計費充足率も年次別推移としては以上と同様の傾向で 2町以下はやは

り低下の方向を辿っている.そして 2 ~3 町でどうやら 100% 前後となるのであるが，

この充足率 100% というのも，実は，今日のように経済の変動の激しいときには，決して

安泰指標とは言い切れないものがある. というのは，消費生活の伸びは今後とも続くもの

とみなければならないが，かりに米価がそれをぺイする水準に保たれたとしても，農家経

済の商品市場に出現する規模は漸次大きくなるだろうから，そしてその場合それなりの対

応として，一定の予裕を持たなければ，いわゆる農家経営にとっては安泰感は少ないもの

といわざるをえない.否，むしろ不安定な自己を見つめる向きこそ強まるといえるのであ

る.このことについては，先にみた負債が専業中 ・上層農に非常な増加となって現われて

いる事実とも深い関係を有するが，こうしたことから 2~3 町の充足率 100% 前後とい

うのも，実はそれを更に確固たるものに して行きたいというのが当面の農家の狙いに違い

ない.そしてそのこと自体は，とりもなおさず中農の底上げに通じる今日の問題でもある

わけである.これら 2~3 町の農地移動を通してみられる動きは， 2.5町を一応の分岐点と

して，これ以上のところは， どちらかといえば耕地拡張に懸命な農家が多く現われ，これ

以下のところは，むしろ停滞か，更には兼業 ・落層化を示す農家が多くなっている.かく

してこの 2~3 町という階層は， 現時点において一つの分離過程を辿っているのである

が，この分離過程は単に農業内部の所産としてではなくて，農家経済を包む客観的な条件

に沿って理解されねばならないこというまでもないとしても，具体的な農家の立場からす

れば以上述べたような事柄と恰も符合してみられる現象なのである.

尚 1人当り家族家計費についてみると，そこにはやはり U字型現象が認められるので

あるが，ここで注意してみたいことは， 2 ~ 3町が他の階層と違って，昭和38年以降はそ

の 1人当り家計費は全く横ばいであり相対的な節約型になっているということである.そ

して，このよう な状態でこの階層のいわゆる家計費充足率が 100%前後ということなので

ある.だとすれば，以上述べた 2.5町を分岐点とするこの階層の農家の動きは， 一層うな

ずけるのである.

ところで，農業所得率からみた階層別の特徴についてみてみると 2岡丁以上の各階層は

その所得率は微増しているが 2町以下の諸階層は，むしろ減少の傾向にある. といって

も 5反未満ではその年によっても違うのであるが，むしろ増加となっている. そこ

で 5反から 2町までのところのダウン現象についてであるが，これは家畜との関係が大

きく，特に 1~ 1.5町はこの典型である.いってみれば，これらの階層は，耕地の外延的な

拡大よりは，内延的な拡大に対処している農家が相対的に多いということに尽きるが，確
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かにこの階層は，土地持ち労働者としての性格を持つ反面，経営規模の拡大という面 で

は，それら内延的な ものに結びついているのが多いものである.それにしても，その家畜

部門の低所得率は問題といえよう .

尚，ここで，こう した農家経済の規模と推移のなかで，一体農民は農地の拡大，或は経

営全般について， どのような考えを持っているかを，アンケート資料からみると以下のよ

うである.この資料は， 農林省山形統計調査事務所調べの「庄内地域の農民意識動向」に

よるものであるが，この資料の示すと ころは，資金を無利子で50万円， または 100万円借

りられるとした場合に，経営主がそれをどのような部門に投資するかということへのアン

ケー ト回答である.そこで，資金50万円の場合をみると，庄内は，全国よ りも，また山形

県よりも高い出現率 (39%) で土地に投資することが示される.次いで 100万円の場合で

みても， 庄内は同様に最も高い出現率 (45%) で土地投資がトップになる.そして，この

土地投資の出現率は幾つかの投資頃自のうちで際立って大きなも のである ことに注目して

おきたい 尚，これに次ぐも のとしては， 50万円の場合も 100万円の場合も 「家計費の

足し前」であって，これが大凡10%の出現率になっている.また，家計費の足し前と育英

資金とを合わせると約15%の出現率となる.

以上の 「土地」と「家計費+育英資金」 との対崎は，恰も ill-3で述べたところの農地

移動の事由別にみた特徴，すなわちAクVレープの「規模拡大」 とBクツレープの f消費(生

計)資金の獲得」との対峠と符合するものである.

ともあれ，一定農民層における土地投資の意欲の極めて旺盛なことは関心事である.

では次に農家の専兼別の態様と農地移動との関係についてみてみよう.

この点については調査地の実態を示すと表32のようである.こ の資料のうちで( )の

ところは，傾向をよりはっきるさせるために，耕地の純増減が 3反以上に達する農家だけ

をとって示したものである.

これによると， Aグループでは，調査期間の昭和36年から40年までの聞に限定してのこ

とであるが，この期間での最初の農地移動のある直前の状態でおさえた専業・兼業と，同

一農家の昭和40年度での専・兼状態との比較では，以前専業であった農家のうち約30%が

兼業に移行 し，同様にして 1種兼業は，専業移行が21%， 2種兼業では専業へ 8%，更に

1種へ 8 %という 移行となっている.

ところで， 一口にAグ、/レープといっても，個々の農家の増加した面積は区々で あ るた

め，面積の増減による専 ・兼別の変化というのもまた区々になるのが当然といえよう.こ

の意味では，表32はどれだけのものを示してくれるか，それは必ずしも十分とはいえない

が，しかし，これから一応いえることは，次のようである.

すなわち， Aグソレープに限っていえば，専業から兼業への移行は別として，兼業農家か

らの専業への移行は，一見いかにもAグループらしくみえる. しかし，この兼業から専業

への移行は， Bグループも， cグノレープも同様にかなりの数をみるもので，単にこ の移行

現象を農地移動との関係とばかりは断じきれないものがある.そして，全体でみた専 ・兼

業開の移動は，専業の減，兼業の増となって，調査地全体の傾向と略同様なも のとなる.

また，これを耕地純増減が 3反以上にわたる農家の例でみても専・兼の移動は略以上と同

様で特別な形は認められない.ということは，要するに現在程度の農地移動では，兼業農

家が耕地拡大によって専業農家になるとか，また，従来の専業的農家が，若干の耕地を追
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加したとしても兼業化が阻止されるというが如き事情でもないということである.後者の

場合は，耕地を拡大しながら兼業に落ち込んでいくというジレンマであって，これが恰も

農地移動の激しい 2~3 町， とりわけ 2.5~ 3町のAグループに多くみられるのは正に注

意を要する点である.これらの意味するところは，いわゆる 中農の底上げの必然性と深く

関係するものではあるが，現実のかかる局面は，そうした中農の底上げの白からの対処に

極めて困難なものがあり，正に矛盾に満ちた過程にあ ることを物語っているものである.

表33 経営耕地 3反以上の純増減のある農家の農業基幹労働力 1人当 り面積別にみた戸数分布

(調査地)
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庄内稲作中核地帯における農地移動の性格一 一阿部

尚ここ で，いままでの叙述のなかでもし

ばしば述べてきたことではあるが，労働力

事情と農地移動との関係について， まと め

てみておくと以下のようである.

ここに示した表33は，傾向をより明らか

にするために，経営耕地の純移動が 3反以

上に亘る農家だけをとってみたものであ

る.

要するに，この資料の示すところは，耕

地を拡大するAグループと，耕地を縮少す

るBグループとの聞には，農業基幹労働力

1人当りの耕地規模でみて，やはり 一応の

差が認められるということである.こ こで

一応といったのは，階層別に厳密に比較し

てみた場合，必ずしもそうとばかりはいえ

ない面もあるからである.

しかし，耕地拡大農家の多い 2.5~ 3町層をはじめ，Aグループに属する上層農の殆ど

は，基幹労働力 1人当り面積が 6.7反から1.4町程度のところに分布 しているのに対し

て，一方のBグループに属する 中・ 上層農においては 1人当り 1町から 2.5町までの

ところに多くみられ，また，2.5町を越すのも少なくないという 状態にある.

従って，このことを土台としていう限り ，中・上層農にみられる耕地拡大のエネノレギー

というのは，少なくともこの労働力に支えられている面は否定できないものである.

以上のことはまた，以前であれば年雇労働依存型の経営，乃至はその展開ということも

ありえたであろうが，今日では，その年雇は激減し，全く様相は一変している.こうした

雇傭条件の変化は，家族労働力の比重をば，以前に増 して大とするに違いないが(機械の

普及が進んでも本質的には変りはない)，この事情を反映したのが表33であり ， 同時にま

た，以上述べたような労働力と耕地との関係にみる今日的な姿がそれである.
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表34 年雇の推移 (鶴岡市大泉地区)
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注 :大泉農協調べ「営農基本資料」による

2.農地移動と農民層の分化 ・分解

最後に農民層の分化 ・分解について述べてみよう .

庄内地域及び調査地についての経営耕地規模別農家数の分布を諸統計によってみると表

35のようである.また，調査農家の階層変動はすでに示した表16のとおりである.

この 2つの資料は，直接に比較してみることは，比較の時点も違い調査方法も違う ので

困難な面もあるが，階層の刻みを 1町単位にすると両者略同様の傾向を示す. しかしそれ

にしても，階層によっては多少の違いは免れない.

この 2つの資料の傾向的な比較をする上で注意を要する点は，先ず庄内地域の昭和35年

以降の3町以上の戸数の減少についてであるが，これは旧酒田市，旧鶴岡市，更にはその

他の町村にも一部関係するが，そう した地区での工場・宅地等の転用が年々増加し，その

結果として，いわば転用圏内の上層農の落層が大きな割合を占めているのに対して，一方

の調査地は，純農村地帯であるため，この点の事情の相違は当然であり，比較上注意を要

する.また階層によって傾向が違って出てくるのは，調査農家の場合は，すべて農 地の
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表35経営耕地 規 模別農家数の移動 (戸)
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注 I農業センサスl及び「山形県農業基本調査J による

移動を許可時点で把えたため，他の統計とは調査時点で一致しない点が大きな理由と思わ

れる.

尚，統計資料 で昭和40年以降の農家数は， 農事組合法人と の関係で，従来の統計とはつ

ながらないことを付記 しておく.

以上のようにして，調査結果と諸統計資料との十分な関連づけは困難であ る.そこで，

ここでは専ら調査の実態に基づいて検討することにしたい.

調査農家の階層移動を示したのは表16であ るが，いま この資料に再び眼を転じて，総括

的に農地移動と階層分化について追究してみたU¥

先ず， 諸階層と農地移動という点で夫々特徴をあげてみる.

1)脱農 ・新設農家については，調査期間中に前者が 8戸(3反未満・ 1戸， 3 ~ 5反・

3戸， 5~ 7 反 ・ 1 戸 7 反~1 問T ・ 2 戸， 1. 5~2 町 ・ 1 戸)，後者が 2 戸(3反未満 ・1
戸 5 ~7 反 ・ 1 戸) である が， 前者のうち全く耕地を手離したのは 2 戸 ( 3反未満 ・1

戸 7 反~1 町・ 1 戸) である.尚また，完全脱農 と まではいかないが， 1 ~2 反の事実
上の脱農家と化したのが，凡そ7戸(3 反未満 ・ 1 戸 3~ 5 反 ・ 2 戸 5~7 反 ・ 1 戸，

1.5~2 町 ・ 1 戸， 2 ~2 . 5町・ 1 戸， 2 .5~3 町・ 1 戸)，更にまた l 町農家 2 町農家から落

層したもののうちで，現在3反乃至 5反を有しているが，何れ燦農の兆の強いのが数戸あ

る.

2) 3反未満層は，戸数の移動差引き増とな るが，その増加分は上位層からの落層農家

で，旦また， この落層農家の殆どは事実上の廃農に等しい.

3) 3 ~ 5反は，兼業を主とし，農業は飯米確保的性格である.しかし，最近この階層

に廃農が増えている.その限 りでは従来の飯米農家の変質がう かがわれる.

'1) 5 ~ 7反は，飯米確保と いう性格を持ちながら も，商品生産的色彩をかなり帯びた
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階層となるが未だ中途半端である.移動差引戸数は増加しているが，この増加分は殆どが

上位層からの落層によっている.いわば落層農家の途中下車的な面が強い. しかし，この

階層のもう一つの特徴的な面は，以前からこの階層にある農家の動きが，落層は案外に少

なく，踏み留るのが比較的多く，且7若干は上昇移動さえみられるということである. とこ

ろで，上位層からの落層農家についてであるが，何等かの形で経営力の弱さというものが

随伴していたとしたら，更にまた下降移動することも多分に考えられる.従ってまたその

限りではこの階層の一応の戸数増も流動のなかの一つの水脹れ現象ともいえるのである.

5) 7 反~l 町は，農地移動があっても同位階層に残留する農家と，上・下移動する農

家と半々になるが，一方40年でみる新しい階層形成では 5~7 反にみられたような上位

層からの落層農家は案外少ない.このことは，落層過程でこの階層を通り越す農家が多い

ということと関係するものである. しかし，この階層の特徴として注目したいのは，兼業

農家でありながらも耕地保有には極めて堅ろうなものがあり，且，機会をみてはむしろ耕

地増を志向する農家ものぞかれるということである.

6) 1~1. 5町は，ょうやく一定の商品生産と p 一定の経営らしU、構造がのぞかれる階層

である.そうした意味で，この階層は生産農民の一つの場を形成している.更にまたこの

階層は前項でみたように規模拡大の方向としては，むしろ，内延的なタイプにあるもので

あったが，こうした経営の複合化が一つの大きな特徴でもある.

この階層の農家の階層間移動は，農地移動はあっても，結果的には同位層に留るという

農家が比較的多く， 旦，上昇農家もかなりみられる.この点では 7 反~l 町と略同様な傾

向にある. しかし， 40年現在の階層形成をみると，上位層からの落層農家の多いのが特徴

的で，結局移動農家の差引きは増加となって現われる.

尚 7 反~l 町と 1~1.5町とは，兼業農家とはいえ 5 反未満とは違い，耕地の保有・

維持という面では極めて堅ろうなものがあるという点で共通している.

7) 1. 5~2 町は，一見するところ， 1.........1.5町と略同様の動きにみえるが，規模拡大とい

う点では，1 ~1.5町の耕地と併進する家畜等の内延的なものは，この階層で多少うすれる

ようであり，一方耕地そのものの移動はこの階層から急増する傾向にある.

この階層からの上・下移動は，前者 (上昇)よりも後者(下降)の方がやや多目にな

り，また，この階層に他階層から移動してくる農家については，上位層からの落層の方

が，下位層からの上昇移動よりもやや多目になっている.このうち，この階層からの上・

下移動の面で，下降農家の方が多くなるのが一つの特徴であるが，総戸数はむしろ減少ぎ

みとなっている.また，特徴の一つに 1件当りの移動面積が，実はこの階層あたりから

大きくなるということもあげられる.

8) 2 ~2. 5町は，農地の移動農家及び移動面積は一段と多くなり，また，移動農家 1 戸

当りの移動規模も大となる.更にまたこの階層から他階層への移動も多く，特に下降移動

の多いのが， 目立った特徴といえる.この下降移動が多くなるのは， 1.5~2 町からである

が， 2 ~2.5町で極めて顕著である.また，この階層に他階層から移動してくる状態は，上

位層からの落層もかなりみられるが，むしろ，下位層からの方が多い.

このようにして，該階層からの下降農家の多いこと，また他階層からの移動では，下か

らのと昇;農家が多いと U、う移動関係は，いまま で述べた うちで， この階層がはじめてであ

る.
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また，この階層の戸数は下降農家が多いため，減少してU、る.

ともあれ，こ の階層は，従来， 一般的には 2~3 町層と して取扱われ， 中核地帯の中農

層としての位置を有していたのであるが，今日，こ の中農層の分離現象が明らか となって

きたことは，すでに述べたとおりである.このようにして，いわゆる 2.5町を一応の分岐

点として，こ の 2~2. 5町の変質が問題と な るのである が，少なくと も前項の農家経済との

関連でみる限り は， 名目;農業所得は増大 していても，家計費充 足率は常に 100%以下

(2~3 町平均でようやく 100% である)であり，また兼業収入も ， この階層では積極的に

求め難いとい う事情も存在して， 一方には多額の負債(固定負債)をみるに至ってお り，

こうした事情がやはり，土地の商品化，そして，落層農家を多くだす傾向を強めた要因に

なっていると思われる.

9) 2.5~3 町は， 一見して明らかなように，この階層からの上・下移動，また他階層か

らの移動関係では，前述の 2~2.5町と全く逆の傾向と なって現われる . すなわち，該階層

からの上 ・下移動では，上昇農家が下降農家よりも遥かに多く，また，他階層からこの階

層に移動 して くる状態では，下か らの上昇よりも，上からの落層農家が遥かに多い. そし

て，こ の階層の戸数は 3町以上への上昇農家の多u、結果として，むしろ減少する という

のが実態である.

尚，以上の外に注目しておきたい一点は，こ の階層の農地移動には，売 りと買いを交互

に行う農家が多いということである.

このようにして，この階層の特徴は，なんといっても 3町以上への上昇農家の多いこと

にあ るが，これが， しばしば述べたと ころの中農層の分離現象の一斑であり，また， 事実

上の中農の底上げに対処する具体的な現象である.今日，本来的な中農水準というのは，

3~4 町といっても強ち誤 りではあるまい.

10) 3 ~3. 5町は，従来の区分でいえば一応上層農に属する . しかし，上述に従えば中農

下限と いえよ う.

この階層の特徴は， 2.5~3 町からの上昇農家が多いため戸数は増加の兆しとなっている

こと，そしていま一つは，該階層の農家構成にみる新旧交替の激しいことである.いま，

後者の場合をみると，この階層からの上・ 下移動では，下降する方の農家が圧倒的 に多

く，また他階層から この階層に移動してくる状況では前記したよ うに下位層からの上昇農

家が圧倒的に多い.もちろん，このことと同時に，この階層から上位層に移動する農家，

また，上から落層してくる農家のかなりあることは表16に示したおりである. しかし，な

んといっても下からの上昇農家と，この階層から の落層農家と の入れ替えは最も激しいも

のである.この新旧の入れ替えは，種々の理由に基づくものと想定されるが，調査の範囲

からは一応次のような点が指摘される.すなわち，下からの上昇農家については既に述べ

たので繰り返さないとして，その外の点では 1 労働力関係. 2. 落層農家の負債整理

的な側面等がその主たる要因となっている.尚，こ の外にも数は少ないが落層農家におけ

る他家(子弟)への贈与関係等もあげられる.

また，以上のような新!日交替の事情を具体的な経営者能力との関係でい うなら ば， それ

は今日のような，生産技術の面でも，また経営の面でも変化が激しく，且，小農制の再編

期に直面しているということであってみれば，以上の事柄はやはり， 個々の能力を刺激す

ると いう 意味で，一定の歴史的な過程として理解されるも のであ ろう .
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11) 3 .5~4 町は，一見したところ， 3 ~3.5町と略同様の傾向にある. しかし，詳細にみ

れば，この階層に下から上昇してくる農家が， 3 ~3.5町の場合よりも少ないのが第 1 の相

違点であるし，また， 3 ~3.5町との比較では，このこととの関係で，他階層から新たに加

わる農家数よりも他階層に移動する戸数の方が上回り，結局総戸数は減少ぎみであること

が第 2の相違点である.

尚，ここで注意してみておきたいことは，この3.5~4 町までの諸階層は，夫々が多かれ

少なかれ上昇農家を出しているが，こうした上昇農家は文字通りこの 4町を限度として，

これ以上のところには全くみられないということである.言い替えれば階層刻みで上昇す

るところの農家においてみられる耕地拡大の最高の規模は， 3.5~4 町層農家におU、達成さ

れているところの 4.5町前後であるということである. といっても階層間移動にまたがら

ない程度の耕地拡張はもちろん全階層にみられるものであるし，また 5町以上に特殊な

ケースのあることは後述のとおりである.

12) 4 ~4.5町は，ここから上昇移動するのはみあたらない， しかし， 3.5~4 町層から上

昇して加わるのと，上位層からの落層農家との合計が，この階層から下降移動する農家数

を上回って，戸数はむしろ微増化の傾向を示す.

13) 4.5~5 町は，階層間移動としてみるべきものは，主として，該階層からの下降移動

のケースと 5町以上層からの落層だけといってよいのであるが，この外に11) で、みたとこ

ろの3.5~4 町からの上昇農家の 1 戸がこの階層に加わっているのがみられる .

14) 5町以上層は，文字通りの最上層農である. しかし，何等かの形で、農地移動のある

農家数は12戸であるから，調査地の 5町以上の総戸数18戸(昭和36年)に対して約70%の

農家が移動に関係していることになる.また自作地有償(除交換)移動の関係戸数は 8戸

である.そして，移動12戸のうち，僅かでも耕地を拡張したという農家は 3戸で，減少し

た農家は 9戸である.

このようにして，最上層農においてもかなりの移動のあることが注目される.

また，これらを内容的にみると次のような点が指摘される.

すなわち，この階層の移動は，下位層 (4.5~5 町のみ)に落層する農家は全部で 4 戸あ

るが，移動農家12戸のうち，残りの 8戸は依然として 5町経営を維持しているし，のみな

らず，とのなかの 3戸は更に耕地を増大している形である.このことからしていえば 5

町農家は全般的には確かに停滞的乃至は退歩的な傾向にあるとはいいながらも，実質的に

は 5町経営という規模を堅持する農家の多し、ことに注意されねばならないし，この点こそ

実は今後の最上層農の展望・展開にまつわる大きな課題と思われるのである.

ともあれ，調査時点での 5町経営の動きは上限採算規模を中心としてのそれであること

には間違いはない.

尚，この 5町以上の経営で，本調査では極めて特殊なケースではあったが，耕地拡張の

3戸のうち 1戸 (5.3町経営)が，離農した親戚の耕地一切を小作地(当初はしばらくの

間土地を管理するということであった.)として経営した事例がある(昭和36年)この小作

地の面積は水田 7.4反，畑 0.2反である.そして，この農家は結局 6町経営になったわけ

であるが，こうした事情はこれだけに限られていたので，これを一般化していうことは避

けたいが，極く最近の事情をみるに，中型機械等の，より作業能率の高い機械がしん透す

る上層農において 2種兼業農家なりの耕地(5反以下)を単に貨作業のみならず，事実
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上全面的に耕作を引き受けている農家をみ

かける のは事実である そしてこれら の場

合は， しばしば相手の農家の，従来自家農

業に従事して きた労働力 (婦人労働)を常

雇的な形で経営に吸収するのが多いようで

ある.だがしかし，これとて未だ極く 少数

事例には違いないし，すべては今後の動向

に注意していきたいのであるが，こうした

動きを，いま農民分解の潜在的なー形態と

して理解されるとすれば，今後の成り 行き

が注目 されるわけである.

以上が，農民諸階層の農地移動を通して

みた動向である.

尚，調査地における新設農家，脱農家に

ついては，すでに一通りは述べてたが，こ

こで若干の補足をすれば以下のようであ

る.
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すなわち，調査地における新設農家は僅か 2戸に過ぎ、ず，また脱ノ会家も表面にでている

限りでは他に較べて決して多い方ではない. しかし，この後者は，近い将来農業をやめる

左いう農家，或は，農業はやっていても極く小規模なものに縮少 して事実上の脱農に等し

いというものをとってみると，それはかなりの数になることは前に述べたとおりであ る.

そこで，いまこの脱農の理由等についてみると表37のようである.ただし， この 資 料

庄内地域全体でみたものであって，このことがすべて調査地にあてはまるとは限らな

しかし，大凡のところは見当つけられよう.

は，

U 、.

すなわち，今日の脱農は概して 5反未満に集中的であるとはいえ，傾向的には中間層に

も，未だ散発的にとはいえ，やはりみられるようになってきているため，その脱農の理由

も詳しくは極めて複雑なものとなっているに違いないが，表37の示すところでは，なんと

いっても「農外切替」が最も多いもので，全体の約36%を占めている.そして，これに次

いで「労働力の不足J というのが比較的に多く 17%，更に「経営困難Jが10%，また転

出して」が11%，r負債整理」が 6 %といったjl頂にある.

このようにしてJ農外切替」の多いこと，また，農業経営上の諸困難，固定負債の累積

といった点には夫々注意を払いながらもJ他に転出して」というのが案外少なく，殆ど

が村に留った形での脱農である ことに気がつくのである.いわゆるこの在村脱農化の現象

こそ今日の特徴であ り，以上の理由別にみた諸事情はこの内容であ り，また，在村脱農家

の存在形態を示すものでもある.

最後に以上述べてきたこと を要約すると次のようである.

すなわち，農民諸階層と農地移動を通してみた v、わゆる農民層の分化・分解にア プロ

ーチするところの基本階層 という点では，次のように要約すること ができる.

典型的な階層

下層農 1.5附 前層 (

l-f11音1畏 1. 5-3111T層 (2 -3111J層)

一1:1脅農 31J1]'以 L層 ( 4111J以一|て層)

/' 

平コ回
Pτ士コー 零 細 農
三豆主lJilii I ! ((脱農志111])

5反 - 1 同T ~---i ¥.F層農上地持ち労働者

E !yj戸問河2消岬種騨兼

l5~hmAfZ言語川まで)
ぐ一寸 分岐点 2.5阿TI

ノ;5;:JJlh慨

¥ ;  
|4問]以上k: 1 

〉上層長

15町経 営 1)
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上に示 した図は，従来の一般的に用いられた基本階層 と我々の調査結果と の関連を図式

イ七したものである.

との図のなかで，従来しばしば指摘されてきた中層農の最も代表的な階層としてあげた

2~3 町層は， いさ さ かその中間層の典型と しては上位に偏しているかの よ うに もみうけ

られるが，大規模地帯としての調査地では，むしろこれが実情に即したものといえる.

さて，こ の従来用いられた基本階層と，調査結果との関係についてであるが，先ずいい

うること は 1 脱農化の動き 2. 中層農の動き 3. 最上層農の動きという 3点にお

いて，最近注目すべき変化があるため，従来のその基本階層を更に細分するなり，再整理

してみる必要のある ということである.

先ず第 1に下層農の 1.5町未満層についてであるが，これは，従来，脱農現象は極めて

微弱なため，ことさら にこの階層のなかで，脱農階層を分離しなくとも，事態を掌握する

にはそれ程大きな支際はなかったもので，精々こ の階層の典型と しての土地持ち労働者的

兼業農民層を把握する のに 1町未満で事足りる場合が多かった. しかるに，昭和30年代の

後半の動きでは 5反未満層の脱農の色彩が濃厚と なり ，こ の5反未満層は零細脱農階層

として明 らかに分離してみることが必要なも のとなってきた.

第 2点は，土地持ち労働者的兼業農家のなかで，耕地保有の堅ろうな階層についてであ

る が，これは 5 反~ 1.5町までの，いってみれば 1町前後のところの階層である.こ

の階層は概して 2種兼業層で脱農も散発的にはみ られるが，全体的には，耕地の保有状況

は堅実であり 2種兼業層 とはいえ，現在必ずしも上記の5反末満層に準ずるとはいいが

たい階層である. これらの階層は少なくとも調査時点においては，集団栽培なり，その他

の生産組織のなかで，生産技術も多分に他給的にではあるが，向上的平準化を享受するも

のであったし，更にまた相対的に安定的な米価との関連もあるが，こうしたことが，一方

の兼業収入の不安定さというものと相互に関係し合って，やはり，兼業農家としての一つ

の場を形成してU、るとこ ろの階層と理解される.

尚，と の階層の形成をめぐる最近の特徴に次のこと があげられる.すなわち，こ の階層

には，以前の中層農の下限が吸収されていること，更にまた，上位層からの落層が多いこ

とである.

第 3 点は 1 種兼業農家層と しての 1.5~2.5 町までにみられる階層についてであるが，

この階層は，上・下移動，また他階層からの上昇 ・落層による参加もあって複雑ではある

が，一応 2.5町の分岐点と，中農の底上げの結果と して， 耕地拡大について行けない一定

農民層が，自ら の経済(以前の中農(的)水準)の維持に労働力の切り売りによって対処

する階層である.

この1.5~2.5 町は，以前の中層の分離現象の一斑であるが， 基本階層との関連では， 兼

業落層化とい う意味で下層農に区分されるが，とりわけ 2町までがその典型といえよ

う. しかし，前述の 1町前後の性格とは必ずしも同一ではないし，また，事実上今日の中

農水準より脱落したという点では 2.5町以上と区別されるわけである.

第 4 点は，以上の1.5~2. 5 町の問題 と も関連するのであるが，以前中層農の1.5~3 町の

うち， とりわけその典型 と 目されてきた 2~ 3 町層の分離形態について である .

この分離現象は略 2.5田Tを分岐点として，これ以下はむしろ兼業落層化が目立ち，これ

以上は以前の専業上層への上昇を強めているものである.こ こでいう以前の専業上層農と
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は，さしあたり 3~3.5町を指しての こ とであるが，この階層はいってみれば，以前の上層

農の下限であると同時に，実は今日の中農水準の底上げされた階層に相当するものであっ

て，注意を払う 必要があ る.

尚，今日の中層農を敷延していえば，それは 2.5町から 4町までと一応いえるが，この

なかでも，とりわけ 3~4 町層がその典型的な階層といえるし，上述の 3 ~ 3.5町は，2.5 

町以上農家の中農底上げ対処への当面の目標といったところにある.

かくして，以前の典型的な中農層の分離現象が濃厚なものとなっているが， しかし，

2.5~3 町層の耕地拡大は;再述するまでもなく ，確かに旺盛なものが認められるとしても ，

真実は，その中農底上げ対処に，決して楽観を許さないもののあることは本論で述べた通

りである.

尚，以上の 3~3.5町層，或は 3~4 町層といういわば今日的な中農層には， 以前の上層

農の下限も自ずと包含されることを付記しておく .また，とりわけ 3~3 . 5町層にみられる

現象であるが，この階層には一種の肥大化現象ともいえる戸数増がみられる.とれらは，

次の点で注意を払ってお く必要があ る. すなわち，こ の階層には，上位層からの落層も さ

ることながら，それにも増して下位層 (2.5~3 町)からの上昇の多いことについてであ

る.

以上は要するに，分岐点を 2.5町におくところの以前中農層の分離現象，更にそして，

中農水準の底上げにまつわる諸階層の区分についてである.

第 5点は，専業上層農についてであるが，これは従来 3町以上とりわけ 4町以上層をも

って典型としていたが，今日では 3~4 町層はむしろ中農水準と化しているため ， 上層に

は4町以上を当てるのが至当である.そして，この上層農の典型と しては， 特に 4.5町以

上乃至は5町前後の経営をとってみる必要がある.これは，最近の機械投資の進行のなか

でと りわけこの 5町前後の経営に大きな焦点が当てられているか らである.

調査の結果では，こ の5町前後の経営は，全体的には耕地はむしろ減少ぎみであり，確

かに停滞基調は覆い隠せないのであるが，事実上の5町経営を維持する農家という点でみ

た場合は， 殆どがこれに属するものであるし，のみならず，一部の農家に若干の農地購入

なり，また，小作地による経営耕地の拡張もみられ，これらの点も加味していえば，この

階層の農地移動の巾は，いわゆる現時点での上限採算規模をめぐってのそれであるとみる

ことができるし，その限りでは，これら最上層農の経営は，単な る停滞，或は退歩という

のは，必ずしも 当を得たものとは思われない.むしろ，今日をして，一つの流動期のなか

での ウォーミングでアップの時期ともいえるのである.

む す び

庄内稲作地帯の農地移動は一般に低調であ ると いわれてきたが，昭和30年代の後半は，

明らかにその様相に変化がみられる.

庄内の農地移動の画期を農地改革後にとってみると，第 1期は昭和29年頃まで，第 2期

は，昭和30年か ら35年まで，第 3期は36年以降と分ける こと がで き るが，この第 3期，

すなわち30年代の後半は成長経済=二重構造の拡大のなかで，農村の変貌は激しく，小農

制の矛盾が顕著になってくる時期である.農地移動もこうした農村の沸騰状態のなかでの

それであ る限り ，移動それ自体もまた矛盾に満ちた性格であると感じと らねばな るまい.
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第 3期の性格をこのようにして把えれば，中核地帯においても転用(宅地・工場 ・道路)

が増大し，農地価格はこの直接間接の影響を受けて高地価を形成するが，この矛盾 は更

に一転 して現実の農地移動に倍加される. というのは，一見この高地価段階での農地流動

化は，むしろ鈍化を恩わせるのであるが，事実はその逆転現象として現われるからであ

る.少なくとも第 3期において農地移動が増加したことは，このことを物語っている.そ

して，そ こには当然のこと ながら，白から の意志に反した農地の手離し， 買手の資金問

題，採算上の問題が累積している.かくして農地移動はし、わゆる外からの移動要因の一層

強まるなかで，多くの問題を染みながらも一定の方向に進展している.これを，農地移動

の最も多い 2~3 町層でみると，この階層のなかには 2 つの性格が現われ， 2 ~2.5町層と

2.5~3 町層と に分れて，前者が落層農家が相対的に多いのに対して，後者は逆に上昇農家

を多く生んで、いる.これらは分岐点を指摘すれば略 2.5町となるが，この ようにして，今

日の農地移動は，従来の諸階層乃至は基本階層に分離または変化を与えつつ，農民層の分

化・分解における一定の潜在的形態を大きく揺す振りはじめているといえるのである.

農地移動からみた今日の基本階層は，次のようである.

すなわちl. 脱農の色彩を濃厚に した 5反未満層 2. 土地持ち労働者的 2種兼業農

家で， しかも耕地保有が撞めて竪ろうといえる 1町前後の階層 3. 分岐点を略 2.5町と

し， 1.5町から 2.5町までの 1種兼業農家で，耕地拡大にはついて行く ことができず，自ら

の経済(以前の中農(的)水準)を維持するに労働力の切り売りによって対処する階層，

4. 2.5~3 町層の耕地拡大を志向する階層 5. 中農水準の底上げとの関連でみられる

3 ~3.5町層の戸数増 (2 .5~3 町層から の上昇大)，但し，今日の中農水準の典型は 3~4 町

と目される 6.最上層農におけ る上限採算規模をめぐる耕地移動，とり わけ 5町前後の

経営一一の 6つである.

以上のうち， 2 . 5~3 町層の例で再び今 日 の農地移動についてみてみると，成程，こ の階

層は，規模拡大の志向が強いも のであ るが，これらは，いわば，外からの中農の底上げと

いう要求に自ら対処せざるをえないということであって，さもなければ，自己の専業の座

を守ることが困難であるという事態を反映しているものである(もっとも，現実には，こ

の上向移動が十分にな されないため，兼業も また敢えて辞さない状態にあるが)従って，

この階層の耕地拡大も実は社会的には真の規模拡大とはなり難いのである. しかも，高地

価という条件は，こ のような中農底上げ対処というものが，一定のひろがりをみたとして

も，その限界は自ずと 明瞭と いわざるをえない. この証左として，これらの農家の農地移

動には，資金難のために売りと買いを交互に繰り返すのが極めて多くみられ，正にこの聞

の事情を物語る以外のなにものでもない.

尚，このことの外に注意してみておきたいことは，成程 5反未満層は脱農化の色彩が濃

くなっているが，だからといって 1町前後の兼業農民層も また直ちにこれに準ずる とみ

るのは必ず しも正しくないということである.また 5町経営については，最近の機械投

資のなかで，期待される機種 ・型式の体系化一一ーその一巡をめぐって，今日の停滞基調に

一定の変化がもたらされることの予想できる幾つかの動きが注目される.

次に農地移動の性格を規定する具体的な面にふれて，その主なものをみると以下のよう

である.

先ず移動事由別の状態であるが，自作地の売買事由で目立つのは，買手側の 「経営拡大J
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と売手側の「消費(生計)資金の獲得J である 後者は全層に亘って極めて多くをみる現

象であるが，これらの農家の多くは，型どおりの落層となっている.

また，専兼別態様との関係をみるに，たとえ上向的農家とはいえ，一方では耕地を増や

しながらも，他方では兼業化を深めていくということに代表されているのが今日の実情で

ある.

また，今日の特徴として注目される一点に，脱農形態があるが，その多くは，在村脱農

であり，以前とは様相を具にするものである.

以上要するに，今日の農地移動は，規模拡大を志向する 2.5~3 町の事情にせよ，規模縮

少側の諸事情にしろ，経済の二重構造の深まりのなかで，極めて他律的な性格に位置づけ

られていることは明らかである.この限りではしばしば自らの限界を越えた過度の農地売

買も出現しないでもない.

尚，このような農地移動=農民の分化・分解は，部落内の農家同志の関係が基調となっ

ている. しかし，今後例えば，転用農家の代替耕地の購入なりが増加するとすれば，部落

を越えて広域化する方向もありうる.

ところで，以上の外に第 3期における農地移動のなかで，以上とは別個の方向をとった

法人がある.この法人は，いわゆる高地価の下での真実の規模拡大の困難性を前提とし

て，一方，労働力(上層農の雇用労働，兼業農家の農業労働)の減少に対応する新たな労

働組織に依拠することによって，少なくとも自らの自作農水準を守り抜こうとしたもので

ある. しかしながら，この法人とても，基本的には，一般的な農地移動の性格なり方向な

りとは，決して無縁でないばかりか，その中に何等かの形で個別(土地所有)がある限

り，むしろ，一定段階ではより完全な形でそれが貫徹するところの物的条件を提供するも

のとして理解される.
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Summary 

This report is a res巴archon the recent actual conditions and characteristics of the 

transfer of agricultural land title in the Shonai Plain， 011巴 ofthe most wellknow11 rice 

growing ar巴asi11 Japan， with special ref巴renceto thos巴 inthe most typical agricultural 

villages in the plain. 

The author made the following points cl巴arin the research : 

The transfer was generally v巴ryslack in the Shonai rice growing area before 1955， 

SI11C巴 thentime， especially in th巴 yearsfollowing 1965， it has shown a growing trend， 

giving rise to various problems concerning it through the same p巴riodof time. One of 

the probl巴msis that， as the sales of agricultural land title have increased and the 

growing conversion of agricultural land into housing lots has made its influence more 

strongly felt， the land price has gone out of r巴achof the average farmer. Another 

problem ls that the number of those cas巴shas increased in which a farmer can not 

collect巴noughfunds for the acquisition of his farm land due to the high price， so that 

as soon as he buys a land title， he resells it to anoth巴rparty in th巴 cours巴 ofpayment. 

The following characteristics， however， hav巴 graduallyshaped thems巴lvesin the 

recent transfer of agricultural land title. Those farming households whose management 

scale is from two and a half to three hect紅白 ofland， have very strong intentions to 

expand their land. Those farming homes with about five hectares， th巴 largestmanag巴ment

scale in the Shδnai District， have a v巴rylittle interet in the expansion， but rather tend 

to diminish the amount. And among the small-scale families whoseland is not mor巴

than half a hectare， there is a strong tendency to part with th巴 landand seek their 

liv巴lihoodin other lines. 
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